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企 画 総 務 委 員 会 会 議 録 

 

１ 開会年月日   令和７年２月２８日（金） 

２ 開 会 場 所   議会第１会議室 

３ 出 席 者   委 員 長 太 田 雅 久    副委員長 早 川 太 郎 

  （９人）    委  員 石 原 喬 子    委  員 拝 野   健 

          委  員 木 村 佐知子    委  員 松 尾 伸 子 

          委  員 中 嶋   恵    委  員 秋 間   洋 

          議  長 髙 森 喜美子 

 

４ 欠 席 者    

  （０人） 

 

５ 委員外議員 

  （０人） 

 

６ 出席理事者   区  長                  服 部 征 夫 

          副 区 長                  野 村 武 治 

          企画財政部長                関 井 隆 人 

          企画財政部参事               吉 本 由 紀 

          企画課長            （企画財政部参事 事務取扱） 

          経営改革担当課長              仲 田 賢太郎 

          臨時特別給付金担当課長      （経営改革担当課長 兼務） 

          財政課長                  髙 橋 由 佳 

          情報政策課長                小野田   登 

          情報システム課長              廣 瀬 幸 裕 

          用地・施設活用担当部長        （企画財政部長 兼務） 

          用地・施設活用担当課長           坂 本 一 成 

          総務部長                  梶   靖 彦 

          区長室長               （総務部長 事務取扱） 

          総務課長                  福 田 健 一 

          人事課長                  浦 里 健太郎 

          人材育成担当課長             （人事課長 兼務） 

          広報課長                  吉 田 美弥子 

          経理課長                  田 渕 俊 樹 
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          施設課長                  五 條 俊 明 

          人権・多様性推進課長            河 野 友 和 

          総務部副参事        （選挙管理委員会事務局長 兼務） 

          危機管理室長                杉 光 邦 彦 

          危機・災害対策課長             櫻 井 洋 二 

          生活安全推進課長              大和田 好 行 

          国際・都市交流推進室長           酒 井 ま り 

          都市交流課長                木 村   裕 

          国際交流担当課長    （国際・都市交流推進室長 事務取扱） 

          世界遺産担当課長         （国際交流担当課長 兼務） 

          区民課長                  齊 藤 明 美 

          税務課長                  落 合   亨 

          戸籍住民サービス課長            村 上 訓 子 

          子育て・若者支援課長            村 松 有 希 

          子ども家庭支援センター長          田 畑 俊 典 

          文化振興課長                川 口 卓 志 

          観光課長                  横 倉   亨 

          産業振興課長                三 澤 一 樹 

          福祉課長                  古 屋 和 世 

          高齢福祉課長                立 石 淑 子 

          介護予防担当課長              田 中 裕 子 

          障害福祉課長                井 上   健 

          保護課長                  久木田 太 郎 

          健康課長                  大 網 紀 恵 

          国民健康保険課長              三 宅 哲 郎 

          生活衛生課長                福 田 兼 一 

          保健予防課長            （健康部参事 事務取扱） 

          保健サービス課長              篠 原 正 之 

          清掃リサイクル課長             曲 山 裕 通 

          都市計画課長                反 町 英 典 

          地域整備第一課長              長 廣 成 彦 

          地域整備第二課長              井 上 知 美 

          地域整備第三課長              行 天 寿 朗 

          建築課長                  松 﨑 晴 生 

          住宅課長                  塚 田 正 和 
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          交通対策課長                飯 田 辰 徳 

          土木課長         （原島都市づくり部参事 事務取扱） 

          公園課長                  榎 本   賢 

          会計管理室長                遠 藤 成 之 

          会計課長             （会計管理室長 事務取扱） 

          教育委員会事務局庶務課長          山 田 安 宏 

          教育委員会事務局教育施設担当課長     （庶務課長 兼務） 

          教育委員会事務局学務課長          川 田 崇 彰 

          教育委員会事務局児童保育課長        大 塚 美奈子 

          教育委員会事務局指導課長          宮 脇   隆 

          教育委員会事務局生涯学習課長        吉 江   司 

          教育委員会事務局スポーツ振興課長      村 松 克 尚 

          選挙管理委員会事務局長           段 塚 克 志 

          監査事務局長                山 本 光 洋 

 

７ 議会事務局   事務局長      伊 東 孝 之 

          事務局次長     櫻 井 敬 子 

          議事調査係長    松 江 勇 樹 

          書  記      関 口 弘 一 

          書  記      岡 﨑 一 生 

 

８ 案件 

 ◎審議調査事項 

  案件第 １ 第 １号議案 令和６年度東京都台東区一般会計補正予算（第７回） 

  案件第 ２ 第 ２号議案 令和６年度東京都台東区国民健康保険事業会計補正予算（第 

               ２回） 

  案件第 ３ 第 ３号議案 令和６年度東京都台東区後期高齢者医療会計補正予算（第１ 

               回） 

  案件第 ４ 第１０号議案 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に 

               関する条例 

  案件第 ５ 第１１号議案 東京都台東区議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改 

               正する条例 

  案件第 ６ 第１２号議案 東京都台東区行政手続における特定の個人を識別するための 

               番号の利用等に関する法律施行条例の一部を改正する条例 

  案件第 ７ 第１３号議案 東京都台東区行政委員会の委員及び非常勤の監査委員の報酬 
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               及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

  案件第 ８ 第１４号議案 東京都台東区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する 

               条例の一部を改正する条例 

  案件第 ９ 第１５号議案 東京都台東区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する 

               条例 

  案件第１０ 第１６号議案 東京都台東区郵便料金基金条例の一部を改正する条例 

  案件第１１ 第３５号議案 台東区循環バス「めぐりん」用小型路線バスの買入れについ 

               て 

  案件第１２ 第３６号議案 和解について 

  案件第１３ 陳情６－ ６ 原発ゼロと再稼働反対についての意見書の提出を求めること 

               についての陳情 

  案件第１４ 陳情７－ １ 市民と共に「いじめ」「自殺」「児童虐待」「犯罪」等を減 

               らす取り組みを求めることについての陳情（新付託） 

  案件第１５ 特定事件の継続調査について 

 ◎理事者報告事項 

【企画財政部】 

  １．ノーコード開発ツールの導入について 

                     ………………………資料１ 経営改革担当課長 

  ２．令和７年度都区財政調整及び令和６年度都区財政調整再調整の概要について 

                     …………………………………資料２ 財政課長 

  ３．ＤＸの更なる推進について     ……………………………資料３ 情報政策課長 

  ４．台東区情報化推進計画の策定について 

                     ……………………………資料４ 情報政策課長 

  ５．情報システムの標準化について   ………………………資料５ 情報システム課長 

【用地・施設活用担当】 

  １．集会施設の利便性向上について   ………………資料６ 用地・施設活用担当課長 

【総務部】 

  １．台東区議会政務活動費の基準額の改定について 

                     …………………………………資料７ 総務課長 

  ２．行政委員の報酬の改定について   …………………………………資料８ 総務課長 

  ３．訴訟について           …………………………………資料９ 総務課長 

  ４．道路改良工事（０６－２２）請負契約の締結について 

                     ………………………………資料１０ 経理課長 

  ５．令和７年度労働報酬下限額について ………………………………資料１１ 経理課長 

  ６．入札・契約制度の見直しについて  ………………………………資料１２ 経理課長 
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  ７．台東区公共施設保全計画第３期実施計画の見直しについて 

                     ………………………………資料１３ 施設課長 

  ８．地域日本語教育の体制の強化について 

                     ………………資料１４ 人権・多様性推進課長 

  ９．多文化共生推進プランの改定に向けた意識調査の実施について 

                     ………………資料１５ 人権・多様性推進課長 

 １０．女性支援法への対応について    ………………資料１６ 人権・多様性推進課長 

 １１．台東区男女平等推進行動計画について 

                     ……………事前資料１ 人権・多様性推進課長 

 １２．令和７年国勢調査の実施について  …………………………資料１７ 総務部副参事 

【監査事務局】 

  １．行政監査結果報告について     ………………………事前資料２ 監査事務局長 
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          午前 ９時５９分開会 

○委員長（太田雅久） ただいまから、企画総務委員会を開会いたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 初めに、区長から挨拶があります。 

◎服部征夫 区長 おはようございます。よろしくお願いします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 本日は、卓上マイクのスイッチを必ず押してから、ご発言願います。 

 また、理事者発言席を設けましたので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、審議に入らせていただきます。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 初めに、審議順序の変更について、私から申し上げます。 

 総務部の第３番、訴訟については、審議の都合上、順序を変更して、最初に報告を聴取し、

公開しないことといたしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、そのように決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 （省 略） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 ここで、傍聴についておはかりいたします。 

 本日提出される傍聴願については、許可いたしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、そのように決定いたしました。 

 それでは、案件表の順序に戻ります。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第１、第１号議案、令和６年度東京都台東区一般会計補正予算（第７

回）から案件第３、第３号議案、令和６年度東京都台東区後期高齢者医療会計補正予算（第１

回）までの３議案は、いずれも関連する案件でありますので、一括して議題といたします。 

 また、本案は、理事者報告事項、企画財政部の２番、令和７年度都区財政調整及び令和６年

度都区財政調整再調整の概要について、関連いたしますので、説明と一括して報告を聴取し、

審議いたしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、そのように決定いたしました。 

 それでは、第１号議案から第３号議案までの３議案及び報告事項について、理事者の説明を

求めます。 

 財政課長。 
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◎髙橋由佳 財政課長 それでは、第１号議案から第３号議案を説明いたします。 

 補正予算書の３ページをご覧ください。初めに、第１号議案でございます。 

 令和６年度東京都台東区の一般会計補正予算（第７回）は次に定めるところによります。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に21億1,131万5,000円を追加し、1,299億3,683万円といたしま

す。 

 ２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の総額は、４

ページから７ページまでの第１表、歳入歳出予算補正によります。 

 第２条、地方自治法の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は８ページ

の第２表、繰越明許費補正によります。 

 第３条、地方自治法の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は９ペ

ージの第３表、債務負担行為補正によります。 

 ８ページをご覧ください。繰越明許費補正を説明いたします。 

 ７款土木費、６項都市整備費、浅草地区まちづくり推進6,823万3,000円、そのほか４件につ

きましては、それぞれ令和７年度に継続して事業を実施する必要があることから繰越明許費と

して定めるものでございます。 

 ９ページをご覧ください。債務負担行為補正を説明いたします。 

 密集住宅市街地整備促進の債務負担行為につきまして、廃止いたします。 

 次に、歳入歳出予算を説明いたします。 

 19ページをご覧ください。まず、歳入予算でございます。説明で申し上げる金額はいずれも

補正額でございます。また、項を単位として、主なものを説明させていただきます。 

 １款特別区税、１項特別区民税15億3,152万2,000円、３項特別区たばこ税２億1,448万3,000

円でございます。 

 20ページをご覧ください。１項１目特別区民税には収入見込みによる増額分を計上いたしま

した。 

 21ページをご覧ください。３項１目特別区たばこ税には売渡し本数の見込みによる増額分を

計上いたしました。 

 23ページをご覧ください。９款特別区交付金、１項特別区財政調整交付金28億円でございま

す。 

 24ページをご覧ください。１目普通交付金には、交付見込みによる増額分を計上いたしまし

た。 

 25ページをご覧ください。11款分担金及び負担金、１項分担金398万円の減額でございます。 

 26ページをご覧ください。４目土木費分担金には、桜橋維持管理経費の墨田区分担金の減額

分を計上いたしました。 

 27ページをご覧ください。13款国庫支出金はいずれも減額で、１項国庫負担金11億3,706万

1,000円、２項国庫補助金２億7,944万5,000円でございます。 
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 28ページをご覧ください。１項１目民生費負担金には生活保護に対する負担金の減額分など

を計上いたしました。 

 30ページをご覧ください。２項１目総務費補助金には緊急輸送道路沿道建築物の耐震化助成

に対する補助金の減額分などを計上いたしました。 

 33ページをご覧ください。14款都支出金は、いずれも減額で、１項都負担金１億4,783万

1,000円、２項都補助金３億6,719万2,000円でございます。 

 34ページをご覧ください。１項１目民生費負担金には生活保護に対する負担金の減額分など

を計上いたしました。 

 36ページをご覧ください。２項７目教育費補助金には小・中学校ＩＣＴ教育の推進に対する

補助金の減額分などを計上いたしました。 

 39ページをご覧ください。16款寄附金、１項寄附金４億400万円でございます。 

 40ページをご覧ください。２目指定寄附金には各種事業に対する指定寄附金を計上いたしま

した。 

 41ページをご覧ください。17款繰入金、１項基金繰入金52億2,932万4,000円の減額、１項特

別会計繰入金４億1,119万4,000円でございます。 

 42ページをご覧ください。１項１目建設基金繰入金、以下43ページまでは財源の整理に伴う

基金繰入金の減額分を計上いたしました。 

 44ページをご覧ください。２項２目国民健康保険事業会計繰入金には令和５年度決算の確定

に伴う繰入金を計上いたしました。 

 45ページをご覧ください。18款繰越金、１項繰越金37億512万7,000円でございます。 

 46ページをご覧ください。１目繰越金には令和５年度歳計剰余金を計上いたしました。 

 47ページをご覧ください。19款諸収入、７項雑入２億982万2,000円でございます。 

 48ページをご覧ください。７項６目助成金・交付金にはデジタル基盤改革支援補助金の増額

分を計上いたしました。 

 続きまして、歳出予算を説明いたします。 

 49ページをご覧ください。２款総務費、１項総務管理費48億650万9,000円、２項防災費５億

3,208万6,000円の減額、３項徴税費1,500万円の減額、４項戸籍及び住民基本台帳費1,500万円

の減額、７項区民施設費3,828万3,000円の減額でございます。 

 54ページをご覧ください。１項８目公共施設建設基金積立金には積立金の増額分を計上いた

しました。 

 58ページをご覧ください。２項１目防災対策費には緊急輸送道路沿道建築物の耐震化助成の

減額分などを計上いたしました。 

 59ページをご覧ください。３項１目税務総務費及び60ページの４項１目戸籍住民基本台帳総

務費は職員費の減額分でございます。 

 61ページをご覧ください。７項３目区民会館費には区民館管理運営の減額分などを計上いた
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しました。 

 63ページをご覧ください。３款民生費、１項社会福祉費8,546万1,000円、２項児童福祉費１

億8,100万円の減額、３項生活保護費14億1,784万6,000円の減額でございます。 

 64ページをご覧ください。１項１目社会福祉総務費には国民健康保険財政基盤安定繰出金の

増額分などを計上いたしました。 

 69ページをご覧ください。２項１目児童福祉総務費には児童手当の減額分などを計上いたし

ました。 

 72ページをご覧ください。３項２目扶助費には生活保護の減額分などを計上いたしました。 

 73ページをご覧ください。４款衛生費、１項衛生管理費１億8,300万円、２項保健所費6,500

万円の減額、３項公衆衛生費1,700万1,000円の減額、４項環境衛生費1,200万円の減額、５項

清掃費7,200万円の減額でございます。 

 75ページをご覧ください。４項４目台東病院及び老人保健施設千束基金積立金には積立金の

増額分を計上いたしました。 

 76ページをご覧ください。２項１目保健所費は職員費の減額分でございます。 

 77ページをご覧ください。３項１目結核予防費には結核医療費等公費負担の減額分を計上い

たしました。 

 82ページをご覧ください。４項４目環境衛生費には公衆浴場設備改善等助成の減額分を計上

いたしました。 

 84ページをご覧ください。５項２目ごみ収集・資源化費にはごみ収集管理の減額分などを計

上いたしました。 

 87ページをご覧ください。５款文化観光費は、いずれも減額で、１項文化費996万4,000円、

２項観光費500万円でございます。 

 89ページをご覧ください。１項３目芸術・歴史資料館費には区有施設省電力型照明整備の減

額分を計上いたしました。 

 90ページをご覧ください。２項２目観光振興費には観光プロモーションの推進の減額分を計

上いたしました。 

 91ページをご覧ください。６款産業経済費、１項産業経済費2,500万円の減額でございます。 

 93ページをご覧ください。２目産業振興費にはふるさと納税の減額分を計上いたしました。 

 95ページをご覧ください。７款土木費、２項道路橋梁費２億8,975万9,000円の減額、４項公

園費1,496万円の減額、６項都市整備費6,639万円の減額、また、１項土木管理費及び７項住宅

費は財源更正でございます。 

 98ページをご覧ください。２項３目道路新設改良費には安全・安心な道づくりの減額分など

を計上いたしました。 

 101ページをご覧ください。４項２目桜橋管理費には桜橋の維持管理の減額分を計上いたし

ました。 
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 102ページをご覧ください。６項１目都市整備総務費には東上野四・五丁目地区まちづくり

推進の減額分などを計上いたしました。 

 105ページをご覧ください。８款教育費は、いずれも減額で、１項教育総務費8,292万1,000

円、２項小学校費１億7,463万円、３項中学校費5,120万4,000円、６項児童保育費１億5,030万

8,000円、７項こども園費2,990万1,000円、８項社会教育費2,200万円、９項社会体育費2,140

万7,000円でございます。 

 106ページをご覧ください。１項２目事務局費には医療的ケア児支援の減額分などを計上い

たしました。 

 108ページをご覧ください。２項１目学校管理費には小学校ＩＣＴ教育の推進の減額分など

を計上いたしました。 

 110ページをご覧ください。３項１目学校管理費には中学校ＩＣＴ教育の推進の減額分など

を計上いたしました。 

 113ページをご覧ください。６項３目児童育成費にはこどもクラブ運営の減額分などを計上

いたしました。 

 115ページをご覧ください。７項２目こども園管理費にはこども園保育士・栄養士等の採用

の減額分を計上いたしました。 

 118ページをご覧ください。８項４目生涯学習センター費には生涯学習センター管理運営の

減額分などを計上いたしました。 

 119ページをご覧ください。９項２目体育施設費には区有施設省電力型照明整備の減額分を

計上いたしました。 

 121ページをご覧ください。９款諸支出金、４項特別会計繰出金２億5,973万1,000円の減額、

６項減債基金積立金６億474万円でございます。 

 122ページをご覧ください。４項１目国民健康保険事業会計繰出金には国民健康保険事業会

計の補正に伴う減額分を計上いたしました。 

 123ページをご覧ください。６項１目減債基金積立金には積立金の増額分を計上いたしまし

た。 

 以上が一般会計補正予算（第７回）でございます。 

 135ページをご覧ください。続きまして、第２号議案を説明いたします。 

 令和６年度東京都台東区の国民健康保険事業会計補正予算（第２回）は次に定めるところに

よります。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に４億1,615万6,000円を追加し、241億1,372万3,000円といた

します。 

 ２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の総額は、

136ページ及び137ページの第１表、歳入歳出予算補正によります。 

 148ページをご覧ください。初めに、歳入予算でございます。 
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 特別会計につきましては款を単位として説明させていただきます。 

 ６款繰入金、保険基盤安定繰入金の増額分及び財政調整繰入金の減額分などを計上いたしま

した。 

 150ページをご覧ください。７款繰越金４億1,615万6,000円、令和５年度歳計剰余金を計上

いたしました。 

 152ページをご覧ください。次に、歳出予算でございます。 

 ３款国民健康保険事業費納付金は財源更正でございます。 

 156ページをご覧ください。６款諸支出金４億1,615万6,000円、令和５年度の保険給付費等

交付金の超過受入れに伴う償還金などを計上いたしました。 

 以上が国民健康保険事業会計補正予算（第２回）でございます。 

 161ページをご覧ください。続きまして、第３号議案を説明いたします。 

 令和６年度東京都台東区の後期高齢者医療会計補正予算（第１回）は次に定めるところによ

ります。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に２億2,416万8,000円を追加し、60億116万8,000円といたしま

す。 

 ２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の総額は、

162ページ及び163ページの第１表、歳入歳出予算補正によります。 

 174ページをご覧ください。初めに、歳入予算でございます。 

 ４款繰越金２億2,416万8,000円、令和５年度歳計剰余金を計上いたしました。 

 176ページをご覧ください。次に、歳出予算でございます。 

 ５款諸支出金２億2,416万8,000円、令和５年度の一般会計繰入金の超過受入れに伴う一般会

計繰出金を計上いたしました。 

 以上が後期高齢者医療会計補正予算（第１回）でございます。 

 ただいま説明いたしました３議案につきましては、よろしくご審議の上、原案どおりご決定

賜りますようお願い申し上げます。 

 補正予算に係る説明は以上でございます。 

 続きまして、令和７年度都区財政調整及び令和６年度都区財政調整再調整の概要について説

明いたします。 

 資料２をご覧ください。項番１、協議経過でございます。 

 令和４年度に行われた５年度都区財政調整協議では、児童相談所設置に関する都区間の配分

割合について、都区の考え方に大きな隔たりがあり、協議の取りまとめが保留されました。こ

れを受け、５年度に配分割合の協議をする前段として実務的検討を行う場として都区のプロジ

ェクトチームを設置し、児相の事務の位置づけの整理について検討後、協議の場へ移行するこ

とが合意され、昨年７月までかけてプロジェクトチームによる検討が行われました。この検討

結果を踏まえ、今年度の第１回都区財政調整協議会において、区側より、児童相談所関連経費
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の影響額について必要な財源が担保されるよう配分割合を変更することなどを提案いたしまし

た。その後、本年１月７日に開催された第４回都区財政調整協議会幹事会において、都側より、

特別区の配分割合を56％とし、併せて特別交付金の割合を６％に変更する追加提案が示されま

した。１月８日の第２回都区財政調整協議会では、都区間の財源配分の見直しについて協議の

取りまとめが行われ、２月３日に開催された都区協議会において都区合意をいたしました。 

 ２ページをご覧ください。項番２、都区合意の内容でございます。 

 都区の緊密な連携の下、東京が新たなステージへと歩みを進めるに当たり、今後、令和６年

能登半島地震の教訓を踏まえ、いつ起こるとも知れない首都直下地震等に対して備えを充実さ

せていくこと、また、児童相談所の運営に関する都区の連携・協力について引き続き円滑に進

めていくこと、こうした点を踏まえ、（１）都区間の配分割合について、７年度から特別区の

配分割合を55.1％から56％に変更するものでございます。 

 また、あわせて、（２）の普通交付金と特別交付金の割合については７年度から特別交付金

の割合を５％から６％に変更するというものでございます。 

 ３ページをご覧ください。項番３、令和７年度都区財政調整の概要でございます。 

 （１）の調整税等は、特別区全体で２兆3,115億円で、令和６年度と比較しまして1,222億円

の増となってございます。 

 （２）の交付金の総額は、（１）の調整税等に変更後の都区の調整率56％を乗じたアの当年

度分１兆2,945億円に５年度決算に伴うイの精算分38億円を加えた１兆2,983億円となり、こち

らが特別区全体への交付金となります。 

 （５）の交付額の欄をご覧ください。普通交付金と特別交付金の割合の変更に伴い、アの普

通交付金として交付額総額の94％相当の１兆2,204億円が、また、イの特別交付金として残り

の６％相当の779億円が交付されることになります。 

 なお、５ページから７ページに資料を添付してございますので、後ほどご参照いただければ

と思います。 

 ４ページをご覧ください。項番４、令和６年度都区財政調整再調整でございます。 

 （１）の交付金の再調整額のとおり、当初算定時の残額と企業収益の堅調な推移を背景とし

た市町村民税法人分の増収が見込まれることなどにより、23区全体で711億円の追加交付額が

生じたため、今回の再調整を行うものでございます。 

 （２）の再調整の内容をご覧ください。23区全体の追加交付分は①の普通交付金の増額とし

て701億でございます。主な内容としましては、勤勉手当支給に伴う会計年度任用職員経費の

単価の見直しや学校給食費保護者負担軽減事業費などでございます。また、②の特別交付金へ

の加算として10億円でございます。 

 以上の結果、（３）の再調整後の交付金の総額は当初算定での交付金と合わせて23区全体で

１兆2,599億円となります。 

 また、（４）の本区への交付金額でございますが、再調整後の見込額は311億円となり、令
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和６年度当初予算との差額28億円を今回の補正予算で増額させていただいております。 

 長くなりましたが、報告は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長 それでは、第１号議案から第３号議案までの３議案及び報告事項について、ご審議

願います。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 まず、補正予算ですけれども、何とも言いようがないというか、率直に言う

と、ここに来て、ただ、すごい、また税収の上振れがあったということは、区民税と財調で21

億円を超える上振れがありました。一方で、基金の取崩しをやめたのが52億円と。うち48億円

が財調基金ですので、そういう点では今のここ数年の台東区のここに来ての最後の補正が大体

こういう傾向に定着をし始めているという、やはり今の物価高騰で苦しむ区民にもっときちん

と使えなかったのかということは、これ、決算でやることになるけれども、非常に強く感じる

ところであります。それは指摘しながらも、これについては了承したいと思っています。 

 あと、あちらの都区のほうもいいですか、一緒なので。 

○委員長 いいです。 

◆秋間洋 委員 すみません、ここがちょっと幾つか聞きたいんですけれども、この資料によ

りますと、昨年の12月２日に児相関連の経費の需要額に応じた配分割合の変更について提案し

たというふうにありますけれども、これは金額でいうとどのぐらいの規模になるんでしょうか。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 この12月２日の区側からの提案におきましては、具体的な金額という

のは出しておらず、関連経費の影響について必要な財源が担保されるように配分割合を変更す

ること、それからまた、将来の設置区数の増加による影響額に応じて順次配分割合を変更する

ことという提案でございました。 

 なお、影響額としては算出をしておりまして、今後開設予定も含めた12区で約196億円とい

うふうに算出をしております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これ、196億円って、あれですか、経年の今まで積み上げた経費も全部入れ

てということなんですかね。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 今までのものと今後開設する予定も含めてということで算出しており

ます。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 そうすると、今、大体半分ぐらいの区が、半分強か、ぐらいの区が計画も含

めると児相を独自につくるというふうになってきました。ここ、経年ですから、数年間のとこ

ろが約200億円ぐらいかかっていると。この間、荒川に視察に行ってきたら、大体、年間のラ

ンニングコストが４億円って言っていましたよね、これがどんなふうかというのはあれですけ
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れども。そういう点では相当な力仕事になるし、この間の子育て・若者支援特別委員会でも、

虐待死の、４歳児の問題で、もう本当に台東区で児相を立ち上げるしかないんじゃないかと私

は申し上げたんですけれども、そういう点ではやはりここのところでしっかりした財政的な措

置を東京都に取ってもらわないといかんというふうに思います。 

 ただ、今回、都側は児相については今回の改正に反映させていないというような、どうも認

識のようですけれども、都側の言い分というのはどういうものだったのかと、これについてお

伺いしたいと思います。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 都側からは、この資料に記載のとおりでございますけれども、能登半

島地震の教訓を踏まえ、首都直下地震等に対して備えを充実させていく、また、児童相談所に

ついては運営に関する都区の連携・協力について引き続き円滑に進めていく、こうした点を踏

まえた変更ということで説明がありましたが、それ以上の説明はございませんでした。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 何ていうか、ほの見えてくるのは、東京都は児童相談所の権限というか、こ

のようなものになかなか執着しているなという、そういう自らの権限としてですね。ですから、

これを基礎的な自治体に移行させることについてなかなか素直に了としないというような感じ

がすごく見えるんですね。ただ、この間の本当に悲劇のように、円滑に進めるといったって現

場は円滑じゃないわけだから、そういう点ではやはりここについてはさらに23区区長会でも強

く児相の23区への移管の権限というかな、このようなものというのを主張していく必要あると

いうふうに思います。 

 最後ですけれど、円滑に進めるとありますけれど、このプロジェクトチームというのは、こ

こに書いてある、これは暫定的なものなのか、今後も継続されるのか、ここについてはいかが

ですか。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 こちらの都区のプロジェクトチームでございますけれども、都区で実

務的な検討を行う場として、財調協議とは別の形で設置をされたものでございます。最終的に

は都区の児童相談行政の連携・協力を一層円滑に進めていくことが重要であることから、配分

割合を議論する前段として検討を行う場であるワーキンググループにおける取りまとめを踏ま

えまして、双方の信頼関係の下で早期に解決が図られるよう、財調協議の場へ移行していくと

いうふうに取りまとめられておりまして、設置目的は果たされたということで、今後継続して

いく予定はございません。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 今回、一区切りということなんですよね。そうなると、前回も私、決算のと

きに申し上げましたけれど、やはり東京都の仕事、東京都の中の大都市事務ですね、市町村事

務、あと、23区がやっている市町村事務、この辺のところの認識の乖離が区側と都側には大き
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な隔たりがあって、大体5,000億か6,000億円あるわけですよね。東京都は１兆2,000億円ぐら

い区の市町村事務を肩代わりしてやっているよと。だけれど、区側からすりゃ、東京都、そん

なにやっていないと。六千数百億円だと。その差があるのは、これ、財調協議だけでは埋まら

ないわけですよ、在り方検討会、都区間の協議を本格的にやると。その一番の、何ですか、て

こになるのが私はこの児相の問題じゃないかなというふうに思っているんですね。 

 この間、子育てなどの委員会でも視察に行くと、大体、中核市は全部児相ありますよね。や

はりそういう市というのは保健所と児相の関係というのは全然、台東区と違いますよ、子家セ

ンと保健所との関係とは。やはりそういう点では本当に基礎的な自治体と自治権の拡充を求め

るのであれば、これは財調という狭い協議の中じゃなくて、都区制の在り方の問題として太く

据えていく、そのためにはぜひ区長に先頭に立っていただいて、東京都側に基礎的な自治体の

非常に大事な役割というのをさらにアピールしていただきたいなというふうに思います。 

 私のほうから以上……。 

◆早川太郎 副委員長 誰もなければいいですか。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 では、私からまず補正予算についてなんですけれど、来週から予算の

審議が始まるので、審議に向けて幾つか確認させていただきたいのですけれど、先ほど秋間委

員からもちょっとありましたけれど、今回の補正予算を見てみると、それこそ一般財源の上振

れもあるし、減額補正の額も36億ぐらいですかね、結構あると思っているんですが、今年度の

財源対策の状況、どうなっているのか、一応確認させてください。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 今回、特別区民税と特別交付金で約43億円の増額となったこともござ

いまして、財政調整基金について令和６年度の当初予算では約48億円の取崩しを計上しており

ましたが、それを全額取崩し取りやめを行ってございます。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 財源対策としては財調基金の取りやめということですね。 

 昨年度からの繰越金も80億近い額があったし、そういう意味でも財源対策だけでなく、基金

の積立てとかも可能になっていると思うんですけれど、それぞれの基金への積立理由を教えて

ください。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 今回の補正予算では３つの基金への積立てを計上しております。まず、

台東病院及び老人保健施設千束基金につきましては将来の医療機器の更新に備えまして２億円

の積立てを行いました。減債基金につきましては、特別区債の満期一括の償還に備えまして、

約６億円の積立てを行っております。それから、公共施設建設基金につきましては、今後、公

共施設の整備や大規模改修の経費が増加すると見込んでおりまして、それに備えて約49億円の

積立てを行っております。 
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○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 台東病院の基金、今回は例年に比べて若干増額してんのかなと思って

いますけれど、物価高騰の影響や金利の上昇など、先が読みにくい状況の中、将来の財政需要

に備え、しっかりと基金を積立て行っていることというのがよく分かりました。特に建設費、

すごく上がっているので、そういったことも、その辺をちゃんと備えて、積み立てているとい

うことも評価して、補正案に関しては我が会派としては賛成いたします。 

 都区財調のほうもいいですか、このまま。 

○委員長 どうぞ。 

◆早川太郎 副委員長 そちら、今度、都区財調のほうについての質問をさせていただきます。 

 配分割合ですね、令和２年度から55.1％になっていましたけれど、来年からは0.9％上がっ

て、56％になるということで、本当に大変喜ばしいし、区長はじめ関係者の多くの方の尽力に

感謝したい気持ちでいっぱいなんですが、それを踏まえて幾つかちょっと確認したいことがあ

るので質問させていただきますけれど、先ほど秋間委員の質問の中で、今回、こういうことに

なった理由というところの中では、都側からはこういう説明があって、記載されている内容で、

それ以外の説明なかったということなんで、特別交付金が６％上がったところに関しても特に

説明がなかったんだと思うんですけれど、特別交付金って地方自治法施行令ではたしか災害等

のため特別の財政需要があり、または財政収入、減収があること、その他特別の事情があると

認められる特別区に対して当該事情を考慮して交付するという規定があるんですよね。だから、

ここに記載されている首都直下地震などに対し備えを充実させていくという趣旨に沿った引上

げなのかななんて推測するしかないということなのかなと思うんですけれど、念のため、１件

確認させていただきたいんですが、前回、たしか平成19年度の都区財政調整で配分割合の変更

があったときに都の補助金を一部、一般財源化して、交付金に振替があったと思うんですけれ

ど、今回はそういうことというのはなかったということでいいんですかね。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 平成19年度都区財政調整におきましては、例えば乳幼児医療費助成事

業補助など都補助金の一部について財調交付金への振替が行われ、これに相当する分として

１％、特別区の配分割合が増えたということがございましたが、今回はそのような振替の話は

出ておりません。 

◆早川太郎 副委員長 出ていない。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 都が今回の配分割合を契機に認めないとは思うんですけれど、補助金

を削ってくるなんてことがないよう、都側にしっかりとくぎを刺していただきたいと思います

が、では、台東区に今回の配分割合の恩恵がどれくらいあったのかというのはちょっとつかん

でおきたいので聞かせていただきたいんですが、ここに出ている７年度の数字、調整税と２兆

3,115億円で数字が出ていますが、その形でいうと、0.9％の増額分というのは単純計算して
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208億円。そのうち特別交付金が１％増えるので、その特別交付金の１％増える分というのは

140億ぐらいが多分、特別交付金に振り分けられるのかなと。残り70億弱ぐらいが普通交付金

の財源に回るということになるんだと思っているんですけれど、今年度でもいいので、台東区

の普通交付金の配分比率ってどれぐらいなんですかね。 

○委員長 財政課長。 

◎髙橋由佳 財政課長 ６年度は約2.6％でございます。 

◆早川太郎 副委員長 2.6％。とすると、２億円ぐらいなのかな。普通交付金は毎年変化は

あるけれど、算定項目もあるので、区側にとっては割と把握しやすい交付金ですけれど、特別

交付金って、ある種、都の裁量で配分されてしまうので把握しにくい交付金であって、どの程

度、台東区に恩恵が入ってくるのか、つかみにくいものなのかなって。そう考えると、今後、

交付金が今回の変更で増額されていくっということは本当に喜ばしいことだとは思っているん

ですが、この規模感では財調の財源に例えば今後、国税化の影響があったりとか、先行きが見

えにくいので、財源の変動リスクがあることとかを考えると、すごくいいことなんですけれど、

だし、すごく頑張っていただいて、いいことなんですけれど、区財政全般で考えると安心材料

になるほどではないのかなということは分かりました。 

 都区財政調整において、今やっているのってそれこそ算定項目の調整だったりとか個々の事

業で割合をどうしていくって、これ、とっても大事なことだと思っているんですけれど、この

制度ができた根本、そもそも財源配分の在り方みたいなところもそろそろ考えてみてもいい時

期に来ているんじゃないかなってちょっと思っているんで、そういう議論も今後、ちょっと進

めていっていただきたいと、これは要望して、終えます。以上です。 

○委員長 よろしいですね。 

          （発言する者なし） 

○委員長 これより採決いたします。 

 第１号議案から第３号議案までの３議案について、一括して採決いたします。 

 本案については、いずれも原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議

ありませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、本案については、いずれも原案どおり決定いたしました。 

 なお、報告事項についても、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 なお、案件第４、第10号議案、刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整理に関する条例を議題といたします。 

 本案について、理事者の説明を求めます。 

 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 それでは、第10号議案、刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関
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係条例の整理に関する条例につきまして、ご説明いたします。 

 刑法等の一部を改正する法律が本年６月１日から施行され、刑法に規定されている刑のうち

懲役及び禁錮が廃止となり、新たに拘禁刑が創設されます。これに伴いまして、本案は、条文

中に懲役、または禁錮の用語を用いている条例について、それぞれ拘禁刑に規定を改めるとと

もに、改正に伴う経過措置について定めるものでございます。 

 第10号議案をご覧ください。第１条から第６条は東京都台東区個人情報保護法施行条例など

６本の条例について、条文中の懲役、または禁錮の用語を拘禁刑に改めるものでございます。 

 なお、それぞれの条例の改正箇所につきましては、新旧対照表に記載のとおりでございます。 

 恐れ入りますが、第10号議案にお戻りください。第７条から第11条はいずれも条例改正に伴

う経過措置について定めるものでございます。 

 第７条第１項は、この条例の施行前にした行為に対して適用される罰則については条例の施

行日以後においても拘禁刑ではなく、従前どおり、懲役、または禁錮とするものでございます。 

 次に、第７条第２項でございます。これまでに条例を改正、または廃止した際に設けた経過

措置の規定を根拠として罰則を適用している場合についても懲役、または禁錮を拘禁刑に改め

る必要がございますが、既に改正、または廃止された条例の経過措置の規定自体を改正するこ

とはできないことから、この項で用語の読替えについて包括的に規定するものでございます。 

 次に、第８条は、欠格条項など人の資格に関する経過措置について定めるものでございます。

第７条第２項と同様に、これまで条例を改正、または廃止した際に設けた経過措置の規定を根

拠として人の資格を制限している場合の用語の読替えについて包括的に規定するものでござい

ます。 

 次に、第９条から第11条でございますが、職員の期末手当、退職手当の差止め等に関して改

正前に禁錮以上の刑が定められている罪につき起訴をされた者については、改正後においては

拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなして、それぞれの条例の規定を適用す

ることを定めるものでございます。 

 最後に、附則でございますが、この条例は令和７年６月１日から施行いたします。 

 説明は以上でございます。本案につきましては、よろしくご審議の上、原案どおりご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これは法が改正されたので、条例の文言を変えなくちゃいけないというのは

そのとおりなんで、これを反対はできないんですが、ただ、ちょっとこの法律の改正そのもの

の問題点をやはり指摘しておかなくてはいけないというふうに思っています。これは、なぜな

ら、やはり今回の条例改正というのは区の職員の人権に関わる重大な問題だからだということ

であります。これまでの現行の懲役刑、禁錮ですね、これについては懲役刑はいわゆる作業、

早い話、強制労働ですわ、これを義務づけている。禁錮はこの義務づけていないという違いが
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あったんだけれども、今回、拘禁刑というのは全ての受刑者に作業と指導ですね、というのを

義務づけているわけですね。これというのは国連から、日本は受刑者に対する受刑施設での強

制労働の問題というのは国連の社会権規約の委員会から何度もやめるように勧告されているん

ですね。これについて、ところが、この日本の刑罰の非常に非人道的なところというのは変わ

っていないということです。これについて、拘禁刑になれば、これは強制労働というものを全

て、台東区の職員が受刑者になったときにこれは義務づけられるというふうに今回変わるわけ

で、そういう点ではやはりこれは今の国際基準からすると非常に後れていると。 

 いわゆるマンデラ・ルールズというの、これ、あります。南アフリカのアパルトヘイト、黒

人の差別、長年続いた、そこから開放した、長く獄中につながれていたネルソン・マンデラさ

んが大統領になるわけですけれども、この方の獄中でのそういう人権を非常に妨げられた、こ

ういう教訓から身体を拘束する刑罰は自由を奪うことで犯罪者に苦痛を与えるものなので、そ

れ以上の強制を刑罰の内容とすることは避けるべきだというこの国際基準、これ、国連の社会

権の委員会から共通の認識になっているんですけれども、日本はそれにいっていないと。今回

の刑法の改正というのは、もうちょっと大分前になりますけれど、２年ぐらい前になるかな、

そこから逆行するもんなんだということを、やはりこれは指摘せざるを得ないというふうに私

は思っております。 

 そういう点で、国会では共産党は修正案を出しました。あれ全部に反対というんじゃない。

修正案出したけれども、少数で通りませんでした。ただ、この本案には反対をした経過から、

これについては基本的な考え方は反対だけれども、ただ、文言は、これは変わってしまうんで、

これについては現実に合わせるしかないということで、これについては了承せざるを得ないと

いう意見だけ申し上げておきます。 

○委員長 はい、分かりました。 

 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第５、第11号議案、東京都台東区議会政務活動費の交付に関する条例の

一部を改正する条例を議題といたします。 

 本案は、理事者報告事項、総務部の１番、台東区議会政務活動費の基準額の改定についてが

関連いたしますので、説明と一括して報告を聴取し、審議を行いたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、そのように決定いたしました。 
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 それでは、第11号議案及び報告事項について、理事者の説明を求めます。 

 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 それでは、第11号議案、東京都台東区議会政務活動費の交付に関する

条例の一部を改正する条例について、ご説明いたします。 

 初めに、報告事項、台東区議会政務活動費の基準額の改定についてをご説明いたします。 

 資料７をご覧ください。項番の１、趣旨でございます。 

 台東区議会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として台東区議会に

おける会派に対し交付する政務活動費について、現下の社会情勢を鑑み、基準額を改定するも

のでございます。 

 次に、項番２、改正する条例でございます。 

 改正する条例は記載のとおりでございます。 

 次に、項番３、改正理由でございます。 

 近年の物価上昇や賃金の引上げの流れが続いている中、区議会議員として調査研究等に資す

る活動経費が増加傾向にございます。区政に係る調査研究や区民ニーズの把握等広範にわたる

議員活動がさらに求められており、政務活動費の増額が必要であるとの理由でございます。 

 次に、項番４、条例改正案でございます。 

 会派所属議員の１人当たりの交付月額であります基準額を現行の12万5,000円から15万円に

改正するものでございます。 

 最後に、項番５、今後の予定でございます。 

 改正議案が可決された後、４月１日施行の予定でございます。 

 報告事項については以上でございます。 

 続きまして、第11号議案について、ご説明いたします。 

 ただいま報告事項でご説明した内容の改正となっております。よろしくご審議の上、原案ど

おりご決定賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 説明は以上でございます。 

○委員長 それでは、第11号議案及び報告事項について、ご審議願います。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これは区長が提案されている条例案ですけれども、実態的には議会が主体的

に決めなくてはいけない問題だというふうに思うんですね。これは補助金という性格上、この

ような提案になるのかもしれないけれど、議員が自らの襟を正すということが原点にあって、

そして区民がこの値上げを認めるかというのが原点ですよ。私はその角度から、これはやはり

今回ふさわしくないんじゃないかというふうなことを申し上げたいと思います。 

 まず、この令和になってからのいわゆる住民訴訟ですけれども、23区で17件、この政務活動

費についてあります。これは、結局、23区でですね。それで、これは区長が議員に補助金を出

したのはけしからんということで、区長を被告にするわけですよ。だけれど、実態は議員がや
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っていることが問われているわけで、そういう点では、中身は携帯代の案分、あるいは広報広

聴の案分、あと事務費、パソコン接続料の案分等、あと研修会費用、あと調査旅費、調査旅費

が３件ありますね。１つは海外視察が中止になったところのキャンセル料まであります。あと、

はがきの購入と。大量のはがきを購入して、その使い道がどうなのかということで、使われて

いないんじゃないかという、こういうのが起こされてあります。そのうち14件は区長が勝利を

しています。勝利というか、勝って、棄却になっているわけですね。棄却か、あるいは却下と

いう形になっています。あと、ただ３件、これ控訴審も含めてですけれども、認容があります。

これは裁判所が、これはやはり率直に言ったら、これは不適格だというふうに判断したケース

が、これが３つ、３つって言っても、１つは同じケースで２回判決が出ているということなん

ですけれど、になっています。 

 そういう点からすると、じゃあ、台東区の今の議員の政務活動費というのは、様々な議論を

やっていますけれど、区民の皆さんの目に開かれて、今回はいい機会だなというふうに私は思

っているんですね。というのは、大体、この間も議会改革推進協議会で、これは非公開ですよ

と、非公開の協議会の中で、つまり、名刺代の今の２万だったかな、１万だったかな、これを

上げようとか、そういうのというのは区民の目に見えないところで議論して決めているわけで

すね。ただ、大枠が、今の12万5,000円は変わっていないから、これはやはりさすがに条例で

決めるというの、それ当然のことなんですけれどってなっているわけですね。 

 ただ、私たちも含めて、やはりきちんと見直さなくちゃいけないところというのは、じゃあ、

それが私的な部分との案分や、あるいは、何ていうんですかね、広聴といいながら実際にはお

酒を飲み交わす、そういうものの会費だとか、あるいは海外の出張旅費だと。これ、台東区の

政務活動費はこれを禁じていないわけですよね。禁じていないというのは、議会そのものがそ

れについて縛りをかけていないわけですね。幾つか縛りはかけていますよ。例えば新年会だっ

たら３回以上は駄目と、２回までで、１万円だったっけ、１万円までしか認めないとかって、

それは何かで決めていますよ。だけれども、そういう決め方というのはどうなのかということ

も含めて問われると。 

 私、この間、台東区議会、いろいろ頑張っていると思いますよ、皆さん。だけれど、率直に

言ったら、私はもう今の物価高騰の区民の暮らしというのを本当に理解しているのかなという

ような議会になっています。もう典型的なのは国民健康保険料の毎年の値上げ、これは本当に

大変なものになっています。このようなことを通す議会が、しかも議員というのは1,060万円

ぐらいもらっているわけですよ。それ、やはり私的な部分で出しゃいいというのは、それは区

民からしたら相当な声がありますよ。そういう点では今回のこれを区民が認めるかどうかとい

う、この辺で判断すべきだと。そういう点では、とてもとても今、もうまちを歩けば、そんな

区民の暮らしの状態じゃないと。ですから、この２万5,000円、月々、上げるというのは、こ

れはやはりふさわしくないんじゃないかというふうに思います。そういう理由から私はこれに

ついては反対と。 
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○委員長 はい、分かりました。 

 ちなみに訴訟については何区でしたっけ。 

◆秋間洋 委員 訴訟は杉並と荒川ですね。２区ですね。 

○委員長 ２区ね。はい、分かりました。 

 それでは、これより採決いたします。 

 本案については、挙手により採決いたします。 

◆秋間洋 委員 議論はないのか。議論するのが大事だと思うんだけれど、委員長。 

○委員長 もう議会改革でもやっていますしね、それを議決する場面なんで。 

 本案については、原案どおり決定することに賛成の方の挙手を求めます。 

          （賛成者挙手） 

○委員長 挙手多数でありますので、よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

 なお、報告事項についても、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第６、第12号議案、東京都台東区行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律施行条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

 本案について、理事者の説明を求めます。 

 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 それでは、第12号議案、東京都台東区行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律施行条例の一部を改正する条例について、ご説

明いたします。 

 提案理由は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第19

条第８号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令の改正に伴い、引用条文の整理を行う

ものでございます。 

 恐れ入ります、新旧対照表をご覧ください。記載の別表第３は、区長部局と教育委員会との

間で情報連携する事務と個人情報を規定したものであり、このたび６の項で引用している個人

番号法第19条第８号に基づく命令の第157条が改正されました。現行では、第157条に記載する

事務全てを引用していたところ、第157条に新たな事務が追加されたことに伴い、条例で引用

している事務が第５号から第18号までに号ずれしたため、記載のとおり改正するものでござい

ます。 

 なお、条例で規定する内容自体に変更はございません。 

 附則をご覧ください。施行日は引用する命令の改正に係る施行日と合わせて令和７年４月１

日としております。 

 説明は以上となります。よろしくご審議の上、原案どおり可決賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。 
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          （「賛成」と呼ぶ者あり） 

○委員長 よろしいですね。 

          （発言する者なし） 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第７、第13号議案、東京都台東区行政委員会の委員及び非常勤の監査委

員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

 本案は、理事者報告事項、総務部の第２番、行政委員の報酬の改定についてが関連いたしま

すので、説明と一括して報告を聴取し、審議を行いたいと思いますが、いかがでしょうか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、そのように決定いたしました。 

 それでは、第13号議案及び報告事項について、理事者の説明を求めます。 

 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 それでは、第13号議案、東京都台東区行政委員会の委員及び非常勤の

監査委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について、ご説明いたします。 

 初めに、報告事項、行政委員の報酬の改定についてをご説明いたします。 

 資料８をご覧ください。項番の１、趣旨でございます。 

 令和６年12月に議員の議員報酬の額並びに区長、副区長及び教育長の給料の額について引上

げの改定をしたところでございますが、議員及び特別職との均衡を図る観点から、行政委員の

報酬を改定するものでございます。 

 次に、項番２、改正する条例でございます。 

 改正する条例は記載のとおりでございます。 

 次に、項番３、改正案でございます。 

 議員の議員報酬の額及び特別職の給付の額と同程度の上げ幅で行政委員会の委員の報酬を記

載のとおり改正するものでございます。 

 最後に、項番４、今後の予定でございます。 

 改正議案が可決された後、４月１日施行の予定でございます。 

 報告事項については以上でございます。 

 続きまして、第13号議案について、ご説明いたします。 

 ただいま報告事項でご説明した内容の改正となっております。 

 よろしくご審議の上、原案どおりご決定賜りますようお願い申し上げます。 
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 説明は以上でございます。 

○委員長 それでは、第13号議案及び報告事項について、ご審議願います。 

          （「賛成」と呼ぶ者あり） 

○委員長 いいですね。 

          （発言する者なし） 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

 なお、報告事項についても、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第８、第14号議案、東京都台東区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例を議題といたします。 

 本案について、理事者の説明を求めます。 

 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 それでは、第14号議案について、ご説明いたします。 

 本案は、社会経済状況の変化に臨機応変に対応するため、附属機関の構成員の報酬額等に関

する規定の整備を図るものでございます。 

 新旧対照表をご覧ください。現行の規定では、表の右側、現行の欄の別表におきまして、各

附属機関の委員の報酬額を個別に定めております。表の左側の改正案では、別表を削除し、第

２条において、報酬の上限額を勤務１日につき３万円と定め、附属機関ごとの委員の報酬額に

ついては任命権者が定める額といたします。これにより、条例に定める上限額の範囲内におい

て臨機応変な対応を可能とするものでございます。 

 なお、令和７年４月１日以後の勤務に係る報酬額につきましては各附属機関とも引上げを予

定しております。 

 次に、第４条は、これまで個別の委員会ごとに別表で定めていた費用弁償の額について、本

則で規定することとするものでございます。規定方法が変わるのみで、実質的な内容の変更は

ございません。 

 最後に、附則についてです。施行日は令和７年４月１日を予定しております。 

 説明は以上でございます。本案につきましては、よろしくご審議の上、原案どおりご決定賜

りますようお願い申し上げます。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 今、理事者の説明で、社会経済情勢の変化に臨機応変に対応すると、意味が
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全く分からないんだけれど、これはどういうことなんですか。 

○委員長 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 お答えいたします。 

 昨今の賃金の上昇等に鑑みまして、今後も、来年度以降も上昇が見込まれる中、臨機応変に

というのは迅速に、かつ適切に額の改定をしていくということで、そのために上限額を設定し

て、対応していきたいという趣旨でございます。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これだけの機関の役職があると、確かに１個１個、条例の別表で決めていく

というのは非効率だというのはそうなのかもしれないですけれど、先ほど政務活動費の問題で

も、やはり一番大事なのは、区民にとってきちんとチェックできるような状態になっているか、

明らかになっているかというのが一番大事なことで、今回の、これ、条例改正を認めてしまう

と、区民はどうやって知ることができるのかということになるんですね。今回、条例は必ず区

民は見れますよ。ホームページで見れます。あるいは、いろいろなインターネットで調べよう

と思えばすぐ分かるんですけれど、今後、区民というのは、この報酬額を任命権者が決めるん

だけれども、この役職の人は幾らで、どうなのかというのはどうやって知ることができるんで

すか、これからは。 

○委員長 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 お答えいたします。 

 来週から始まります予算特別委員会の中での審議におきましても、当然、ご議論の中で知る

余地もございますし、また、ご決定いただきました確定した予算におきましては、当然、審議

会等が開催されて、支出をする場合は公金の支出になりますので、情報公開をするということ

になれば公開せざるを得ないとは考えておりますが、ただ、情報公開請求いただく前にご質問

いただければお答えはさせていただきます。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これは議会からのということではなくて、例えば区民が、じゃあ、この附属

機関の役職、この方の費用弁償等を知りたいと言ったときに、情報公開請求を一つ一つ例えば

インターネット通をじてやるのかとか、そのようなことというのは本当に私はおかしなことだ

なというふうに思うんですね。そういう点では、この間の一般質問でもやりましたけれど、法

令等に基づくいろいろな行政に貢献していただいている、あるいは知恵を出していただいてい

る、力貸していただいている方たちというのはそのものが本当に大事な仕事をやっていただい

ているんで、それはきちんと、これは区民に見えるように、だから、そういう点では常に区の

ホームページを開ければ、この人が今、幾らなのかと、今回、私だけがこれで反対で、何てい

うんですか、覆面にされてしまうこと、覆面というのは見えないことで、これ、通ってしまう

よだとしたら、私はやはり最低でも区のホームページでは改定のたびに明らかにすべきだと思

うんですが、その辺はどうですか。 
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○委員長 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 実はちょっと他区の状況でございますが、任命権者が報酬額を別に定

めるというふうに定めている区が23区の中では９区、本区以外にございまして、また、東京都

も同じでございます。いずれの区、それから都におきましても、ホームページを見る限りでは

個別の額の公開はしていないようですので、なかなかちょっと積極的に公開というのは現在の

ところは考えているところではございません。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 そういうことですから、やはりこれはもう当然了解できないということで、

私としては反対。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 ありがとうございます。 

 我々区議会議員というのは区民の負託を受けて出てきていますので、その上で決算予算があ

る中で、予算、資料請求をすればその金額が出てきますという意味ではある程度いいんではな

いかなと私はまず思っていますと。その上で、物価とか人件費の高騰が１円、２円の世界じゃ

なくて、ちょっとぽんぽんって飛んでいますから、そういう中ではそのたんびに変えていく、

条例を別表でやっていくというのはなかなかしんどいだろうなと、効率もよくないだろうなと

いう中では私はいいんじゃないかなと思いますと。多分、それで、何年かしたら人件費、こん

なに上がっているのにここだけ報酬が上がっていないじゃないかというのも決特とか、多分出

てくる話だと思うんですよね。なんで、これからの推移を見守りたいなと思う。私はこれ、賛

成です。以上です。 

○委員長 よろしいですか。 

 それでは……。 

 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 すみません、今、議論聞いていて思ったんですけれども、要するにぱっ

と確認したいと思ったときに確認できる状況にしてほしいというのが秋間委員の意見で、拝野

委員のように弾力性を持った規定にしておいたほうがいいというご意見も分かるんです。それ

で、ちょっと可能か分からないんですけれども、もしその改定があった場合には、都度、委員

会で報告いただくとか、そういった運用は可能なんでしょうか。 

○委員長 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 可能かどうかと問われれば、質問いただければお答えはできますので、

可能と考えています。 

○委員長 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 できれば、要望といたしましては、変わったら、その都度、次の委員会

に上げていただいて、変わりましたよという報告が欲しいんですけれども、どうでしょうか。 

○委員長 総務課長。 
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◎福田健一 総務課長 そうすると、例えば報酬が変わった都度ということでございますと、

全ての附属機関を所管している委員会で全て報告というふうに考えてよろしいでしょうか。 

○委員長 そうなりました。 

 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 質問、いろいろありますけれども、できればそのようにしていただくと、

一々情報公開請求をするですとか、あるいは毎年の予算委員会、決算特別委員会で資料請求を

すれば出てくるというのは確かにそりゃそうなんですけれども、であれば、もう都度、報告い

ただいたほうがいいじゃないかと。委員会というのは一応公開ですから、何でしょうね、そう

いう情報提供に資するんじゃないか。一々ホームページ更新するのが難しいというのは理解し

ましたけれども、それと同じだから難しいという話であればそれでもいいですけれども、いか

がでしょうか。 

○委員長 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 すみません、ちょっとこの場でなかなか私、一存ではお答え、難しい、

ございますので、持ち帰らせていただいて、検討させていただきたいと思います。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 持ち帰りじゃなくて、じゃあ、何でこれだけ委員会報告しなければいけない

のという話じゃないですか。ほかのお金もいろいろ動いている中で、それ、全部委員会報告し

ていって、全部議論して、根拠、一々我々、根拠を持っていないのに高いだの、低いだのって

言えないし、それはちょっと持ち帰る必要ないですよね。だって、もう手段があって、もっと

より皆さんが分かりやすいようにっていった場合でも、そのときだって区議会議員、ちょっと

情報公開請求までしなくても問合せがあれば答えるという話もありましたし、それで十分じゃ

ないですか。だって、委員会でやるんだったらその他発言で聞いてもらったら多分答えてくれ

ると思うんですけれど、それ、全部自動的に報告というのは何でこれだけやらなければいけな

いのという話で、そこの基準はつくれないと思いますけれど、基準がつくれない……。 

◆早川太郎 副委員長 いいですか、委員長。 

○委員長 関連か。 

◆早川太郎 副委員長 関連も何も……。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 関連も何もないですけれど、今、区の決めていることとか内容とかを

どう区民に知らせていくかというのはすごく大切な視点だとは思っているので、その辺、秋間

委員がおっしゃっているところというのはそこ。１つ、例えば予算委員会とかで聞けば、来年

度どうなっているかというのは当然分かる。それ、先ほどの木村委員の話で言うなら、委員会

審議ってインターネットでも見られるわけだから、そこが委員会報告であろうが、逆に聞こう

が、そういう意味で言うなら、ある種一緒というところあるんだと思うんですね。ただ、その

辺をどううまく、うまくというか、区として見せていくかというところの今、議論もあったわ
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けなんで、その辺はちょっと考えていただいてという形でいいのかなと思うんですが、どうで

しょう、要望でもいいですけれどね。 

○委員長 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 いろいろな、今、ご意見いただきましたので、ちょっと今後はどのよ

うな形で公開が可能なのか考えていきたいと思います。 

○委員長 よろしいですか。 

          （発言する者なし） 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、挙手により採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することに賛成の方の挙手を求めます。 

          （賛成者挙手） 

○委員長 挙手多数でありますので、よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第９、第15号議案、東京都台東区職員の退職手当に関する条例の一部を

改正する条例を議題といたします。 

 本案について、理事者の説明を求めます。 

 人事課長。 

◎浦里健太郎 人事課長 それでは、第15号議案、東京都台東区職員の退職手当に関する条例

の一部を改正する条例について、ご説明申し上げます。 

 令和６年５月17日に雇用保険法改正法が公布されました。今回の改正では、昨今の人手不足

の状況下においては安定した職業への就職を促進することが求められていることを踏まえ、失

業保険を受給している方が１年未満の非正規雇用契約が決まった際に受け取れる就業手当を廃

止されます。また、雇用情勢が悪い地域に居住する離職者が条件を満たすと受給できる地域延

長給付の時限措置が延長されます。それに伴い、所要の規定整備を行うものでございます。 

 新旧対照表をご覧ください。今回の法改正で就業手当が廃止されたことに伴い、条例に規定

している法の引用条文の削除等の改正を行うものでございます。本条例附則14項は地域延長給

付の時限措置を２年間延長する改正を行うものでございます。 

 附則でございます。本条例は令和７年４月１日から施行いたします。 

 また、この条例の施行日前に職業に就いた退職職員に対する就業促進手当に相当する退職手

当の支給について、従前の例によるとする経過措置を定めます。 

 第15号議案の説明は以上でございます。よろしくご審議の上、原案どおりご決定賜りますよ

うお願い申し上げます。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。 

          （「賛成」と呼ぶ者あり） 

○委員長 よろしいですね。 
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          （発言する者なし） 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第10、第16号議案、東京都台東区郵便料金条例の一部を改正する条例を

議題といたします。 

 本案について、理事者の説明を求めます。 

 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 それでは、第16号議案、東京都台東区郵便料金基金条例の一部を改正

する条例につきまして、ご説明いたします。 

 本区では、郵便物の発送事務を円滑、かつ効率的に行うため、郵便料金基金を設置しており

ます。郵便料金につきましては、基金から一括して支出し、原則として四半期ごとに各課に請

求することにより全庁的な経費節減及び事務負担の軽減を図っております。昨年10月に郵便料

金が、消費税分の転嫁を除きますと、30年ぶりに改定されたことに伴い、基金の状況が逼迫し

てきていることから、基金の額を増額しようとするものでございます。 

 恐れ入りますが、新旧対照表をご覧ください。第２条におきまして、基金の額を900万円と

定めておりますが、これを1,500万円に増額するものでございます。 

 なお、施行日につきましては令和７年４月１日を予定しております。 

 本案につきましては、よろしくご審議の上、原案どおりご決定賜りますよう、よろしくお願

い申し上げます。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。 

          （「賛成」と呼ぶ者あり） 

○委員長 よろしいですね。 

          （発言する者なし） 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第11、第35号議案、台東区循環バス「めぐりん」用小型路線バスの買入

れについてを議題といたします。 
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 本案について、理事者の説明を求めます。 

 経理課長。 

◎田渕俊樹 経理課長 それでは、第35号議案、台東区循環バス「めぐりん」用小型路線バス

の買入れについて、ご説明いたします。 

 本件は、予定価格が2,000万円以上の物品の買入れであり、議会の議決をお願いするため、

提案するものでございます。 

 次のページをご覧ください。項番１、買入れの目的は、めぐりん運行用で、経年劣化に伴う

買換えとなります。 

 項番２、買入れの品目は小型路線バス３台、項番３、買入れの方法は制限付一般競争入札、

項番４、買入れの金額は消費税込み9,889万8,420円で、項番５、買入れの相手方は東輝自動車

株式会社でございます。 

 続きまして、参考資料の入札経過調書をご覧ください。本件は、２者による入札となり、第

１回目の入札で落札者が決定したものです。 

 納期につきましては令和７年９月30日までとなっております。 

 本議案についてのご説明は以上でございます。よろしくご審議の上、ご決定賜りますようお

願いいたします。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。よろしいですか。 

          （「賛成」と呼ぶ者あり） 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第12、第36号議案、和解についてを議題といたします。 

 本案について、理事者の説明を求めます。 

 総務課長。 

◎福田健一 総務課長 それでは、第36号議案につきまして、ご説明申し上げます。 

 本案は、和解につきまして、地方自治法の規定に基づき議会の議決を経るものでございます。 

 具体的な和解条項につきましては、次ページ、中段の項番２をご覧ください。 

 （１）相手方は、台東区生活支援体制整備事業の委託契約に係る消費税及び地方消費税の取

扱いの誤りにより発生した平成31年度分から令和５年度分までの消費税等相当額の過払い金に

ついて、金151万665円を区に支払う。 

 （２）区と相手方は、本件に関し、本和解条項に定めるほか、何らの債権債務がないことを

相互に確認する。 
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 なお、本件の発生及び和解についての考え方等につきましては、さきに開催されました保健

福祉委員会に報告し、了承をいただいているところでございます。 

 説明は以上でございます。本案につきましては、よろしくご審議の上、ご決定賜りますよう

お願い申し上げます。 

○委員長 それでは、本案について、ご審議願います。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 福祉に係る消費税の部分についてというのは昨年ですか、一昨年も、これと

は逆に課税を区が怠ったということで、課税をするという、そういう形での修正というのかな、

これがありました。今回は逆で、これは本来、非課税である部分を区は委託料を払っていたけ

れども、そこのところが非課税で、これは区に戻してもらうという、そういう中身になってい

るわけですね。そういう点で非常に分かりにくい。前回のときは障害福祉で、しかも就労支援

だとか、そういう活動というのがなぜ課税なのかって私はあれだったんですけれど、今回、相

手方に、確かに解釈のあれがあったかもしれない。区は委託料の中に込みで払っていたわけで

しょう。だから、そういう点では私、何ていうんですかね、これ、もちろん誰の責任でもない

し、むしろ消費税という悪税が福祉に襲いかかるとこういうことになるんだという、そういう

典型的な事例が続いているということだと思うんですね。そういう点では消費税の課税、非課

税の問題で、現在、区が行っている事業でいわゆるボーダーにあるような、そういう事業とい

うの、ほかにあるのかということについてお伺いしたいと思います。 

○委員長 介護予防担当課長。 

◎田中裕子 介護予防担当課長 本件につきましては関連している介護予防担当課長からお答

えさせていただきます。 

 秋間委員、今のご質問のように、現段階でご対応させていただいている事業に関しまして、

ご指摘のとおり、解釈が不明確というものについてはございません。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 ということは、こういうケースというのは前回の障害福祉のケースと今回の

この生活支援体制整備事業ですか、この２つで、今後、こういう争いは起きないというふうに

解釈していいんですか。 

○委員長 介護予防担当課長。 

◎田中裕子 介護予防担当課長 今後の事業に関しましては、おとといの保健福祉委員会のほ

うでもちょっとご報告させていただいたとおり、法の解釈、それが十分でなかった部分、そこ

については必要十分やっていきたいと。もしそれが分からなかった場合は必要に応じて国や都

に疑義照会を行うなど、きちんと対応させていただきたいと考えております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 今だとこれ以外にもある可能性が否定できないというふうにも取れるんで、

別にそれはその。ただ、やはり消費税というのはひどい税金だなって思いますね。こういうふ
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うに解釈で、しかも福祉で当然非課税だと思われているところに課税と。しかも、解釈によっ

てこれで、何ていうんですか、多分、あれでしょう、遅延損害金だとか、そんなのも発生する

わけでしょう。そういうのというのは本当にやはり悪税だなと。やはり福祉からは、福祉分野

は全て非課税にすべきじゃないかなって、これは意見ですけれど、申し上げて、これについて

は了承いたします。 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、原案どおり決定することにいたしたいと思います。これにご異議ありませ

んか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、原案どおり決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第13、陳情６－６、原発ゼロと再稼働反対についての意見書の提出を求

めることについての陳情を議題といたします。 

 本件は、前回の委員会で継続審査となったものであります。 

 それでは、本件について、ご審議願います。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 陳情は採択でお願いいたします。政府が第７、エネルギー基本計画を閣議決

定いたしました。原発回帰への疑義はほぼ反映されていなかったんですけれども、多くの課題

を直視せずに方針転換を進めても行き詰まるだけで、省エネと再生エネルギーの拡大にこそ最

優先に取り組むべきだと考えます。原発は再エネよりも高いという専門家が国会で示したデー

タもありますし、再エネは安い、世界の常識で、なぜ日本が高いままなのか、固定の価格の買

取り制度などの政策に主な原因があると指摘する専門家もいます。太陽光パネルなどの導入の

コストも安くなるのを待ってから稼働する事業者もいまして、再エネの普及が遅れれば企業に

も打撃が生じます。 

 エネルギー計画の話に戻りますが、石破首相は、昨年秋の総裁選では原発ゼロに近づけてい

く最大限の努力をすると述べていましたが、今、国会で問われていると、そのことが自己目的

ではない、再エネの最大限活用と省エネの徹底した上で国民生活の安定に原発の活用は必要だ

と話しております。疑問が素通りの方針転換にしており、期待外れで、がっかりです。原発、

発電所の再稼働の反対は強く意見を申し上げて、採択でお願いいたします。 

○委員長 はい、分かりました。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 採択の側からご指名がありましたんで、私、今のエネルギー基本計画の閣議

決定の中身を見ると、完全に今まで依存度低減から、これは最大限活用というふうにもう180

度、政府が転換したことが閣議決定で証明されました。そういう点では福島をなきものにする

のかという、いまだにデブリが取り出せも、廃炉計画もほとんど進まない中で、福島を、ここ
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だけで終わらせるのかという、本当に今の政府に対して怒りを禁じ得ないということを申し上

げたいと思います。しかも、私、去年の能登半島地震のときの志賀原発の問題があって、そし

てその後、再稼働した女川原発の住民の方たちからエネルギー規制委員会に、これ、山中委員

長などに、原子力規制委員会にたくさんの声が寄せられました。 

 つまり、今、ああいう原発立地で能登半島、あるいは牡鹿半島、女川原発はね、ある原発立

地のところというのはもし地震が起きたときの避難の問題でもう住民は行き場を失うわけです

ね。3.11の後、再稼働の要件には避難計画はしていないわけですね、今の日本というのは。し

かし、本当にあの志賀原発で起きたときには多くの人たちが大変な被曝をした過酷事故があれ

ば、ことを、これを女川の原発の周辺の人たちも言って、この原子力規制委員会に相当、これ

に対する質問をして、そして、これが１月の17日ですか、の規制委員会で、山中委員長は今ま

での、まず５キロ圏内は避難だと、しかし、５キロから30キロの間というのは屋内退避だとい

う原則なんですね。これについて、これは原則は正しいんだというふうに言って、これでまた

反発を買っているわけなんですね。 

 というのは、５キロから30キロの間の人たちというのは、3.11のときも明らかになったよう

に、もう本当に命からがらの被曝との、するかしないかの闘いの中で、これ、本当に今、屋内

にいなさいと、だけれど、屋内は地震で建物が倒れちゃいました、避難所は吹きさらしですみ

たいな、そんなような状況の中で苛酷な避難生活を強いるような、そういう本当にずさんな国

のやり方というのがここに来てもまた明らかになってきたと。しかも、昨日、おとといあたり

の報道だと、柏崎刈羽がテロ対策で不備で、また三、四年延びるということじゃないですか。

これ、延びるというか、もう廃炉にしちまえばいいのにね。本当に７号機、そして６号機はこ

の夏も狙っているというわけで、本当にどこまで恥さらしなのかというふうに思います。 

 ただ、金の力だよね。原産協会はね、自民党に17億円、毎年献金していますからね。そうい

う点ではね、金の力を原発をやるという今の本当に、裏金は除いてですよ。裏金ありゃあ、そ

の倍ぐらいあるんじゃない。そういう政治というのは本当に怒りを禁じ得ないと、人の命を何

だと思っているんだと、これは採択以外にないというふうに思います。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 引き続き継続でお願いいたします。原発の話もなんですけれど、多様なエネ

ルギー源の話から入らせていただいて、太陽光パネルの話もあって、今ロール・ツー・ロール

といって印刷できる太陽光パネルというのが今もう少しで、今年かな、今年からですね。東京

都もそれに対して助成金つくっていまして、この前の予算でプレスで出たのですけれど、10分

の10で補助率をやりますと。壁に貼るやつ、ただ、でも耐用年数がまだ10年ちょっとと言われ

ていて、ただ、面積が狭い日本の中では高さを出せば、そこの陰をつくれば、いっぱい印刷す

れば大分発電できるんだろうなと思ってはいるんですけれども、ただ、果たしてそれがどこま

でできるのかというのはまだちょっと夢物語的なところがあるんで、ここはちょっとまだもう

少し様子を見なければなとは思っておりますと。 
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 一方、太陽光パネル幾ら貼っても夜は発電しないわけで、じゃあその部分どうしますか、風

力だったら風がない日はどうしますか等、多様なエネルギーの確保で安定的な供給、需要に応

じた供給をという話がまず大事なんだろうなと思います。 

 アメリカの企業などは、今いろいろなエネルギー必要になっていまして、企業が原発を造る

ということも今やっております。具体的な名前はちょっと今控えますが、実際に入札を２年後

に行いますというふうにやっていますし、その辺を考えて、皆さんどう考えるのかなと思いま

す。 

 原発に頼らない社会が一番多分、理想は理想だとは思うんですけれども、じゃあ一方で、今

すぐに止めてじゃあどうするのかという部分に対してはやはり答えがなかなか出せないんじゃ

ないかと思っておりますので、私は継続でお願いいたします。以上です。 

○委員長 松尾委員。 

◆松尾伸子 委員 再生可能エネルギーの日本の目標が2030年でまだ30％台ということだった

のを低いというふうには思っておりますし、加速度的に今も頑張っていただいているんでしょ

うけれども、さらにスピードを上げていただきたいという思いはあります。 

 ですが、全ての原発の停止と再稼働取りやめということに対する意見書というのはやはりな

かなか賛成はできないので、引き続き継続でお願いいたします。 

○委員長 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 前回同様、継続でお願いしたいと思います。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 うちも継続でお願いします。 

○委員長 よろしいですか。継続でいいですか。秋間委員、よろしいですね。 

 これより採決いたします。 

 本件については、継続の意見が多数でありますので、継続することにいたしたいと思います。

これにご異議ありませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議ありませんので、そのように決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第14、陳情７－１、市民と共に「いじめ」「自殺」「児童虐待」「犯

罪」等を減らす取り組みを求めることについての陳情を議題といたします。 

 本件は新たに付託されたものであります。事務局次長に陳情の趣旨を報告させます。 

          （櫻井議会事務局次長報告） 

○委員長 それでは、本件についてご審議願います。 

 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 課題解決に向けてデータを分かりやすいように可視化し、区民と取り

組んでいくということは重要だなって思っているんですけれど、陳情内容にはちょっと賛同で
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きませんので、我が会派は不採択。以上です。 

○委員長 松尾委員。採択でよろしいですか。 

◆松尾伸子 委員 採択。 

○委員長 はい。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 もちろんデータの可視化は大切なんですけれども、偏見に満ちた見解が見受

けられておりますので、私たちの会派も不採択でお願いします。 

○委員長 不採択で、はい。 

 石原委員。 

◆石原喬子 委員 自民党も不採択でお願いします。 

○委員長 不採択で。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 不採択で。 

○委員長 不採択でよろしいですね。 

 木村委員もよろしいですね。 

◆木村佐知子 委員 不採択でお願いします。 

○委員長 これより採決いたします。 

 本案については、不採択の意見が多数でありますので、不採択することにしたいと思います。

これにご異議ありませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議がありませんので、そのように決定いたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、案件第15、特定事件の継続調査についてを議題といたします。 

 おはかりいたします。本委員会の特定事件については、議長に閉会中の継続調査の申出をし

たいと思います。これにご異議ありませんか。 

          （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ご異議がありませんので、本委員会の特定事件の継続調査については、そのように

決定いたしました。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、本委員会の行政視察の報告書について申し上げます。 

 昨年11月に実施いたしました宮城県仙台市、青森県八戸市及び北海道函館市への行政視察に

ついては、このたび正副委員長にて報告書案を作成し、配付させていただきました。この案文

について、ご意見がありましたら正副委員長までお知らせください。調整後、議長に報告いた

します。その後、議長が全ての委員会報告書を取りまとめ、台東区議会委員会行政視察報告書

として全議員及び理事者に送付いたしますので、よろしくお願いいたします。 
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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 以上で案件の審議を終了いたしましたので、事務局次長に委員会報告書を朗読させ

ます。 

 なお、年月日、委員長名、議長名及び陳情者の住所、氏名の朗読については省略いたします。 

          （櫻井議会事務局次長朗読） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、理事者から報告がありますので、ご聴取願います。 

 なお、同じ所管からの報告については、一括して聴取いたします。 

 初めに、ノーコード開発ツールの導入について、経営改革担当課長、報告願います。 

 経営改革担当課長。 

◎仲田賢太郎 経営改革担当課長 それでは、ノーコード開発ツールの導入について、資料１

でご説明いたします。 

 項番１、経緯でございます。様々な行政需要の増大に加えまして、区財政や職員の採用がま

すます厳しくなると想定される中、一層の業務効率化を図っていく必要がございます。このた

め、昨年度６月の本委員会でご報告いたしました業務類型調査を基に組織横断的な効率化を進

めるため、ＤＸソリューションを活用した検証を行ってまいりました。 

 項番２、検証結果でございます。令和５年度から実施した実証実験におきまして、業務効率

化の観点からノーコード開発ツールの有効性を確認いたしました。 

 （１）ノーコード開発ツールの主な特徴でございます。業務上の様々な作業を処理する簡易

的なシステムを職員自らが開発可能で、業務アプリ上の処理が可視化されているため、専門的

な知識が不要です。また、自動化やデータの一元管理により業務の効率化を図ることができま

す。 

 （２）実証実験の結果です。ノーコード開発ツールをモデル的に区の業務へ導入し、業務時

間の削減効果を試算いたしました。結果については記載のとおりでございます。 

 次に、（３）製品の選定に当たりましては、複数の候補の中から使いやすく効率化に資する

ツールを比較検討し、括弧内記載のＪＵＳＴ．ＤＢを選定いたしました。選定に当たっては①

のＲＦＩを実施し、区が求める機能の有無を確認するとともに、恐れ入ります、２ページ目を

ご覧ください。②職員による操作体験会も開催をしまして、実際に職員がアプリ開発と操作感

を確認する機会を設けまして、アンケートにより使用感を確認いたしました。 

 項番３が事業展開案でございます。令和７年度は利用者を100名程度とし、希望調査を基に

導入効果が高い業務を優先的にライセンス配付をしてまいります。また、翌年度以降も活用状

況を検証しながら、全庁展開に向け徐々に拡大をしていきたいと考えております。 

 （１）の導入対象業務でございますが、調査回答業務のように転記、繰り返しを伴うような

作業を伴う業務や台帳業務のようにデータを一元的に管理する業務となります。また、決算の

執行概要作成業務については、正確性を期すために、事業者へ委託にてプロトタイプを導入い
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たします。 

 （２）サポート体制ですが、研修やサポート窓口とともに、所管課の優良事例をベストプラ

クティスとして庁内に成果報告を行うことで翌年の導入につなげてまいります。 

 項番４、予算要求額は1,133万9,000円で、項番５、今後の予定でございますが、契約後２か

月程度、設定の作業を行いまして、６月より業務を開始する予定でございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問がありましたら、どうぞ。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 報告ありがとうございます。 

 ノーコード開発ツールはいろいろな会社の製品が乱立しているので、一つを選ぶというのは

難しかったのではないかと思います。どの製品を選ぶかは利用したい環境や求める機能によっ

て変わるので、なぜこの製品を選定したのか、選定の経過がとても重要だと思います。今回選

定に当たっては、具体的に幾つの候補の中から選んだのかとか、どのような観点で絞り込んで

いったのかとか教えていただけますでしょうか。 

○委員長 経営改革担当課長。 

◎仲田賢太郎 経営改革担当課長 まず、令和５年度に代表的なノーコードツール９個を候補

としまして、資料の記載のとおり区の業務への汎用性、あとは難易度の、この２つの観点から

３つに絞り込んでおります。その後、ＬＧＷＡＮ環境での利用することとファイルの無害化対

応ができると、それを前提としましてＲＦＩと操作体験会を実施いたしました。機能数が上回

っていて、操作体験においても評価が高かったＪＵＳＴ．ＤＢを選定したという経過でござい

ます。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 区の求められる機能によって決められたということで理解いたしました。 

 今回選定されたＪＵＳＴ．ＤＢは比較的機能が充実していて、１ライセンス当たりの費用が

高いということは特徴でもあるかと感じるんですけれども、ノーコード開発ツールにはいろい

ろな種類あって、基本的な機能を押さえた比較的安価な製品も選定して、プラグインを使うと

いうことで必要なライセンスだけ機能の拡張するという方法もあったかと思うんですけれども、

例えばこれから生成ＡＩがデータ分析やアプリの構築を手伝ってくれるような、近い将来そん

な時代も来るかもしれないのですけれども、今後拡張性を考えると、シンプルにツールを選ぶ

ということもできたのではないかと思うんですけれども、なぜあえてそのような選択を取らな

かったのかというのも併せて教えていただけますでしょうか。 

○委員長 経営改革担当課長。 

◎仲田賢太郎 経営改革担当課長 昨年ご報告した際に、副委員長から拡張性ですね、ＡＰＩ

連携ですとかプラグインについても検討に含めるようにというようなご意見をいただいたかと

いうふうに思っております。それを踏まえまして拡張性についても検討の範囲に加えたという
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ことでございますが、プラグインはそれぞれ提供する会社が異なってまいりますので、セキュ

リティですとか、あとは費用対効果についてもプラグインごとに審査をしなくてはいけないと

いうような状況でございました。あと、今年度私どもが調べた範囲内では、ＬＧＷＡＮ上での

動作保証がされているプラグインがそこまで多くなかったというような経過もありまして、最

終的には今申し上げたようなＲＦＩと職員体験会の結果を総合して決めさせていただいたとい

うようなところでございます。 

 あと、生成ＡＩの話がございましたが、確かにこういったものにどんどんそういうものが組

み込まれていくのでないかなというふうに予測はしておりまして、委員おっしゃるとおりだと

思います。 

 実は今回のＪＵＳＴ．ＤＢにもそういうライセンスがございますが、ただ、今時点の予算で

は、出たばかりのサービスだったので導入を見送ったという経緯がございます。ただ、今後、

業務に活用していく中でどういったものが一番適しているかというのは引き続き検討していき

たいというふうに考えております。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 ありがとうございます。 

 各課皆さんが忙しい中でこういったツールのよさを理解してもらって、多くの職員さんが使

われるようにするのはすごく大切なことだと思います。 

 今回導入して終わりではなくて、これからが始まりだと思いますので、ツールが各課で最大

限活用されて効率化が進むように、引き続き頑張っていただきたいと要望しまして終わります。

以上です。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 いい取組だと思っております。私自身も区議会議員として何か働き方改革自

分でも進めているんですけれど、結局既存の働き方と働き方改革のための仕事の時間を考える

と、やはり１日十三、四時間働いてもまだ終わらないという状況は正直なところです。 

 今回の事業展開の話を見ていると、マスターデータを入力する作業というのはかなり負担に

なってくるんじゃないかと思っております。これを各所管で手挙げ式でやったとして、誰かが

マスターデータを入れていくときに、そもそもこれが間違えていたらとかいうことを考えると、

非常に緊張感の高い仕事になるんではないかと思っております。 

 台帳管理のように個人情報余り扱わないようなものだったとしても、建物関係だと、いつで

きました、フロアに何があります、電気管理はこれでシステムはこれを使っていますとかいう

のを全部入れていくと後で使いやすいのは間違いないんですけれど、じゃあそれを誰が入力す

るのかというのは非常にポイントになるんじゃないかなと思います。ここについては予算要求

には入っていないと思うんですが、サポート体制はどのようになっているでしょうか。 

○委員長 経営改革担当課長。 

◎仲田賢太郎 経営改革担当課長 ご説明をいたしましたサポートの中に、通常サポートで提
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供されますオペレーター型の支援に加えまして、今回のサポートの中には専属のＳＥがついて、

構築から運用の相談みたいなプロジェクト全体を見てくれるというようなタイプのサポートを

入れております。カスタマーサクセスと呼ばれているんですが、そういったものを活用するこ

とで、特に初年度については業務所管課の負担を減らすように取り組んでまいりたいというふ

うに考えております。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 設計とかは、その辺はもちろんやっていただける。単純な入力業務ですよね、

その辺は多分やってもらえないと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○委員長 経営改革担当課長。 

◎仲田賢太郎 経営改革担当課長 サポートの中には、入力のようなものは含まれてはござい

ません。ただ、今回ＲＦＩの中で機能要件の一つとして既存のシステムとの連携ということで、

ＣＳＶによるデータ連携ができるかということを確認しております。今既存の業務中でも、恐

らくエクセルとかで管理をされているケースが多いのかなと思いますので、そういったものは

ＣＳＶに変換をして取り込むことができるというふうに考えております。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 ありがとうございます。ＣＳＶがあれば取りあえず安心かなと思います。 

 あとは、そうじゃない部分については、年度の途中でもこれやったほうがいいんじゃないか、

効果的なんじゃないかというものがあれば、予算を使ってでもぜひ早めにやってしまったほう

がいいことだと思いますので、ぜひ活躍を期待しております。以上です。 

○委員長 よろしいですか。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、ＤＸの更なる推進について及び台東区情報化推進計画の策定について、情報

政策課長、報告願います。 

 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 それでは、ＤＸの更なる推進について、ご説明いたします。 

 資料３をご覧ください。項番１、概要です。人材確保や財政状況はさらに厳しい局面を迎え

ることが予想される中、限られた人材で一層の事業効果を上げられるよう、ＤＸの取組をさら

に加速させる必要がございます。そこで、推進体制の強化を図るとともに、ＡＩ等デジタル技

術の活用を引き続き推進してまいります。 

 項番２、実施内容の（１）推進体制の強化です。１点目の取組は、情報統括責任者であるＣ

ＩＯの変更です。ＤＸに係る庁内マネジメントをより強力かつ効果的に行うため、現在の企画

財政部長から副区長に変更するとともに、表に記載のとおり、役割を拡大いたします。 

 次に、②（仮称）ＤＸ推進会議の設置です。全庁横断的に連携しながら効果的にＤＸを推進

するため、ＣＩＯを会長として部長級で構成する会議体を新たに設置します。当会議では、表
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に記載のとおり、全庁一丸となって特定の取組を進めるため、重点取組事業を年度ごとに策定

するほか、各課へ導入している個別システムや全庁で利用できる生成ＡＩ、ＲＰＡ等の活用事

例や効果を共有し、利用を促進することでさらなる業務効率化を進めてまいります。 

 恐れ入ります、次のページをご覧ください。推進体制の強化に向けた３点目の取組です。デ

ジタルツールの活用促進やＢＰＲの相談、支援など、実務的な面でＤＸを牽引する（仮称）Ｄ

Ｘ推進サポーターを配置します。なお、その育成に当たり、研修や勉強会等を通じて必要な知

識、ノウハウの習得を図ってまいります。 

 続いて、（２）デジタル化の推進に向けた例規類の見直しです。①背景です。デジタル技術

の登場以前に確立された法制度は、多くが書面や対面といったアナログ的な手法を前提として

おり、国はこうした手法をデジタル化を妨げるもの、いわゆるアナログ規制として、法改正等

を行い、見直しを進めております。あわせて、地方公共団体においても例規類の見直しが重要

であるとして、取組の支援を行っております。 

 なお、枠内にアナログ規制の一例を記載をしております。例えば、施設や設備等の状況が法

令等を遵守しているかについて、職員の目視で判定することを義務づける目視規制について、

規定を改めることでカメラを利用した判定が可能になり業務効率化につながることや、対面で

の研修や講習を義務づける対面講習規制について、規定を改めることでオンラインでの受講も

可能になるなど、利便性の向上につながるといったものでございます。 

 ②区の対応として、国の動向等を踏まえ、条例や規則等におけるアナログ的な手法の点検、

見直しを進め、その後、デジタル化の推進を通して区民の利便性向上や業務効率化を図ってま

いります。 

 見直しスケジュールは、③の表に記載のとおりでございます。 

 恐れ入ります、次のページをご覧ください。（３）ＡＩ等の活用拡大です。区のマニュアル

等から回答を生成するナレッジ機能について、今年度、会計事務に関する資料を学習させ、実

証実験を行った結果、有用性を確認できたため、来年度から本格的に活用してまいります。ま

た、子ども家庭支援センターで活用しているＡＩ相談支援システムにおいて、システムでテキ

スト化された電話の内容を要約する生成ＡＩを導入します。さらに、10月からこのＡＩ相談支

援システムについて、人権・多様性推進課においても相談業務等で活用してまいります。 

 次に、（４）データの取得・分析です。ＥＢＰＭの一環として、隅田川花火大会での人流デ

ータを取得し、来訪者の属性や混雑状況等を分析して、今後の大会に役立ててまいります。 

 次に、（５）スマート窓口システムについては、令和８年１月の情報システム標準化以降に

導入を予定しております。それに向けて、令和７年度は関係課において窓口業務の最適化に向

けたＢＰＲに取り組んでまいります。 

 恐れ入ります、次のページをご覧ください。項番３、予算額案です。ただいまご説明した取

組に係る経費として、それぞれ記載の予算額を計上しております。 

 最後に、項番４、今後の予定です。４月以降、ただいまご説明しました各事業を開始してま
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いります。 

 ＤＸの更なる推進についての説明は以上でございます。 

 続きまして、台東区情報化推進計画の策定について、ご説明いたします。 

 資料４をご覧ください。項番１、背景です。令和３年に現計画策定後、区ではキャッシュレ

ス決済や電子申請の拡充等による区民サービスの向上、ＡＩやＲＰＡ等の活用による業務効率

化、デジタル化の前提となるデジタルディバイド対策や職員のＩＣＴリテラシー向上等に着実

に取り組んでまいりました。 

 その間、国では急激な人口減少社会に対応するため、デジタルを最大限に活用して公共サー

ビス等の維持強化を図ることとして、教育や交通、防災など７分野の改革に重点的に取り組む

とともに、デジタル社会の実現に向けた重点計画においてマイナンバー制度の推進や情報シス

テムの標準化、健康や医療等の分野でのデジタル化を推進しております。また、東京都ではＧ

ｏｖＴｅｃｈ東京等と連携してプッシュ型子育てサービス等のこどもＤＸや区市町村等の垣根

を越えたデータ連携等の構築を進めております。 

 次に、項番２です。現計画の期間が令和７年度をもって終了するため、国や都の動向等を踏

まえるとともに、区の各種計画との連携を取りながら、令和８年度以降における区のＤＸの方

向性を示す羅針盤として新たな情報化推進計画を策定してまいります。 

 項番３、計画期間は令和８年度から12年度までの５年間といたします。 

 項番４、予算額は3,039万4,000円を計上しております。 

 項番５、今後の予定です。計画策定業務支援委託に係る事業者を公募型プロポーザルにおい

て選定してまいります。その後、第３回定例会に現計画の達成状況と新計画の検討状況を報告

し、第４回定例会に中間のまとめを報告、その後、パブリックコメントを実施した上で令和８

年第１回定例会に最終案を報告の上、策定してまいります。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長 初めに、ＤＸの更なる推進についての質問がありましたら、どうぞ。 

 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 資料２ページの③のＤＸ推進サポーターについてお伺いしたいんですけ

れども、これはどういった方たちがなるんでしょうか。また、どのようにして、何でしょう、

を募集したんでしょうか、教えてください。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 ＤＸ推進サポーターにつきましては、来年度から全庁に対して募

集をかけてまいります。基本的にはＤＸ、ＩＣＴ、また業務改善に対して意欲の高い方を考え

ております。以上でございます。 

○委員長 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 了解しました。つまりは、外部からコンサルとかで呼んでくるのではな

くて、庁内で詳しい方をサポーター的な位置づけで活用いただくということで、いい取組にな
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るんじゃないかと思います。 

 ちなみに、この方たちには何か特別な手当とかはあるんでしょうか。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 手当等は考えてございませんが、特別な研修などを受講できるな

どインセンティブについての検討をしているところでございます。 

○委員長 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 そうですね、運用はちょっとこれからということになるかと思いますけ

れども、ぜひやりがいを感じていただけるような制度にしていっていただければと思います。

この点については以上ですが、次の資料４について…… 

○委員長 まずこちらだけ。よろしいですか。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 報告ありがとうございます。 

 ＣＩＯの変更について、副区長になられたということでマネジメントの強化を図られると思

うんですけれども、この分野において若い職員の意見や提案が求められると思います。その点

についてはいかがでしょうか。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 ＤＸの推進は全庁一丸となって取り組むべきことでありまして、

それには副区長トップの下、各部長級で構成するＤＸ推進会議において区の方針を策定し、ト

ップダウンで取り組んでいくことが重要であると考えております。 

 また、委員ご指摘のとおり、デジタル技術に明るい人材の意見、提案、またその技術を生か

しながらＤＸを進めることは効果的であると認識をしております。そのため、資料記載のとお

り、来年度配置するＤＸ推進サポーターから意見聞きながら区のＤＸを推し進めてまいります。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 ありがとうございます。 

 本来であれは管理職が業務効率化というのを考えることが管理職の役目ですよね。通常であ

れば管理職の方が役割なのかなとも思ったんですけれども、副区長がＣＩＯということで、副

区長が豊川悦司に見えてきました。こちらの分野、今後楽しみにしておりますので、期待をし

ております。ＤＸは以上です。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 今回ＤＸについての報告で、本当にぜひとも頑張っていただきたいな

と思っていまして、以前から委員会などとかでも私は述べているんですけれど、ＤＸの推進を

図っていく上で庁内の体制強化というのは必須だと思っていて、今中嶋委員からもお話があっ

たとおりのところの例えばＣＩＯの変更、トップダウンだというところもすごく評価していま

すし、そのためには組織としての体制整備と人材の育成・確保ってすごく重要で、人材の育成

という意味でいうならば、職員のＩＣＴリテラシーの向上というのをずっとやってきているん
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だと思っているんですけれど、今年度どういうことをやったのか、まずは教えてください。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 区では、ＩＣＴリテラシー向上研修を令和３年度から実施し、令

和５年度から予算事業化の上、職員のＤＸに関する意識啓発等に取り組んでおります。今年度

は、ＤＸの意義、必要性はもとより、業務で日常的に使用しているＴｅａｍｓ、Ｏｕｔｌｏｏ

ｋ等を活用した業務改善方法、またＲＰＡなどのＤＸツールの活用事例などを内容とした基礎

編を実施するとともに、応用編ではｅラーニングにおいて生成ＡＩやＲＰＡ、システム導入保

守など、受講者自身で希望の講座を選択して視聴していただいているところでございます。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 そういう研修を通して人材を育成してきていて、人材育成が実ってき

ていて今回報告にあるようなＤＸ推進サポーターの配置につながってきているのかなって思っ

ているんですけれど、サポーターの役割ですね、ここに書いてありますけれど、ＤＸを牽引し

デジタルツールの活用推進、ＢＰＲの相談・支援などを行うとの記載があるんですけれど、サ

ポーターという名称がついているので、行政における肩書名称って、ある程度、意味があるの

かなって思っているのでお伺いたいんですが、各課における相談窓口みたいなサポーター的な

役割という感じでいいんですかね。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 副委員長がお見込みのとおり、所属する部署、また他部署からの

ＢＰＲの進め方、また電子申請とかＲＰＡなどデジタルツールの活用方法に対しての相談に対

して助言、また作業面での支援を行うことが主な役割としております。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 組織としての体制整備という意味でいうと、各課に情報政策課とのカ

ウンターパートが配置されるということは大変評価しているんですけれど、できればサポート

ではなくて本当に牽引していくというか、リードをしていく役割というのをしっかり担ってい

ただけるようになっていただきたいなと思いますし、私もそうだったんですけれど、ＤＸの推

進って何となく分かっているつもりでも、今までの仕事の仕方が当たり前ってなっているとな

かなかＤＸの活用につながるという発想が出てこなかったりって、そういうことってあるんじ

ゃないかなって思っているので、だからこそＤＸの意義というのをしっかりと分かることが重

要で、職員の意識啓発今後もしっかりと続けて進めていただきたいと要望して終わります。以

上です。 

○委員長 よろしいですね。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、台東区情報化推進計画の策定について、ご質問がありましたら、どうぞ。 

 中嶋委員。 
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◆中嶋恵 委員 今後の予定で１年かかるスケジュールということも、全体的に見て中間のま

とめなどでも報告がありますように分かってはいるんですけれども、デジタルを推進してきて

１年もかかること自体がアナログだなと感じるんですけれども、新しい技術が出てきたときに

はすぐにでも反映してもらいたいと、計画を盛り込んでもらいたいって思っているんですけれ

ども、その辺りのお考えなどはいかがでしょうか。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 策定作業にかかる期間についてのご質問になるかと思いますけれ

ども、策定に当たりましては、国や都、民間のサービスも含めたＤＸ、ＩＣＴに関する動向調

査、また区の課題分析、運営に即した効果的なデジタル技術の検討、加えて区民アンケートの

調査を実施いたします。以上の内容を踏まえますと、資料記載の予定になるものと見込んでお

ります。 

 ただ、委員ご指摘のとおり、急速に進展するＩＣＴ技術に対して柔軟に対応していく必要が

あると認識をしております。策定期間中は可能な限り反映していきたいと考えているほか、計

画策定後も新たな技術が出てきた場合は、（仮称）ＤＸ推進会議で策定する方針の中で、その

活用等について示してまいりたいと思っております。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 そうですよね、ありがとうございます。 

 ＤＸの分野に関しては特に世の中の流れがすごく早いので、計画を策定している１年の間に

はまた新しい技術が出てきたりもするかもしれませんので、ＤＸに関して特に世の中のスピー

ドについていけるように、引き続きよろしくお願いいたします。以上です。 

○委員長 よろしいですか。 

 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 幾つかお伺いしたいんですけれども、私からまずは２点。この今回の計

画策定なんですが、予算で3,000万余りついていますけれども、これは何に対しての予算なん

でしょうか。計画を作成して冊子の計画書というのを作るだけなのか、その後の伴走とかサポ

ートというのは含まれたりしているんでしょうか。 

 また、今回恐らく一発の予算なので、何でしょうね、５か年計画ではありますけれども、計

画をつくるというだけの予算かなと思うんですが、５か年で割りつけがあるのか、あるいはも

うつくって終わりで3,000万の予算なのか、その２点についてまず教えてください。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 まず、委託に係る経費の例えば内容についてになりますけれども、

先ほどの答弁と一部重複をしてしまいますが、国や都、他自治体、民間のサービスも含めたＤ

Ｘ、ＩＣＴの動向の調査、また区の課題分析、それを踏まえた効果的なデジタル技術の提案な

どの専門的な業務であるとか、区民アンケートの実施と集計に係る支援、また庁内会議の支援

などの業務を委託することを予定をしております。 
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 続きまして、この経費に関しましては、来年度計画策定作業に係るものになっておりますの

で、計画策定後の伴走の支援というものは含まれておりません。 

○委員長 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 今の答弁でちょっと分かりにくかったんですが、計画書を作るというだ

けに限らず、それを作るに当たっての会議のアレンジですとかアンケートのどんな項目をつく

るだとか、そういったことのサポートは含まれているという理解でよろしいんですよね。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 おっしゃるとおりでございます。 

○委員長 木村委員。 

◆木村佐知子 委員 3,000万という金額が高いのか安いのかちょっと何とも言い難いんです

けれども、あの冊子を作るのに3,000万だとちょっと高いなって正直思ってしまうんですね。

なおかつ、ほかのいろいろ行政計画、この後も出てくる公共施設の計画ですとかありますけれ

ども、ああいうのって一々予算がついていないと思うんですよ。何でＤＸの計画だけついてし

まうのかなというのはちょっと個人的には疑問に思っていまして、もちろん専門性が必要なの

だというのは分かります。先ほど早川副委員長からも指摘あったように、なるべくでしたら庁

内でそういった人材を育てていって、そういう外部のコンサルに頼らなくてもいいような体制

を整えていっていただきたいと思います。 

 あとは、もう一つ要望なんですけれども、計画をつくるに当たって、いろいろ先ほどアンケ

ートをつくるだとか細かい項目も含めての委託ですということはおっしゃっていたんですけれ

ども、そういったことを、何ですかね、趣旨をきちんと外部のコンサルに頼むにしたら指示す

るところが多分重要で、計画を策定してください、そのためにいろいろと必要なこと全部やっ

てくださいって、何でしょう、言い方が悪いですけれど丸投げのような形になってしまうと逆

に時間がかかってしまって、その分の工数が増えて予算が膨らんでしまうというのをいろいろ

聞いているので、そうですね、その辺を区が主導権を持ってなるべく時間数が少なくなるよう

な形での計画策定に努めていただきたいと思います。以上です。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 今の標準化基本方針ですね、これシステム標準化…… 

○委員長 標準化じゃなくて。 

◆秋間洋 委員 ごめんなさい。 

○委員長 計画ね。 

◆秋間洋 委員 計画です、推進計画ですね、ごめんなさい。現在の情報化推進計画ですけれ

ども、あれを今ちょっと振り返ってみますと、相当やはりその間に変わったなという感じがし

ているんですね。先ほど中嶋さんが言っていましたけれど、例えば当時セキュリティ問題の三

層構造とかね、いろいろ言っていたのも、ちょっと一昔前みたいな感じになってきちゃいまし

たよね。そういう点ではね、私、基本計画というのはそういう目先というかな、時々の新たな
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いろいろなこと出てくるかもしれないけれど、何を目指すのかというのを明確にしないといけ

ないと思うんです。ＤＸを推進というのは、区民福祉のためにやるんですよ。業務の効率化の

ためじゃない、ないと言っちゃあいけないんだけれど、業務の効率化を区民福祉に役立てると

いうコンセプトがなければ全て水の泡なんだという、そこのところが非常に大事なところであ

るということを申し上げたいと。 

 ですから、現在の推進計画がそうなっていないというわけじゃないです、もちろん。だけれ

ども、この間のいろいろな視察に、いろいろこの間も３自治体行って、１つはちょっと広報関

係だったから違うけれども、大体ＤＸで生んだ果実をどうやって市民に返すかというのは、全

部どこの自治体も方針に掲げていましたよね。残念ながら今の台東区の情報化の推進計画は、

その角度というのが非常に弱いなというふうに見ています。どこを読んでもそういう角度がな

かなかないですね。 

 そういう点では、ＤＸを推進した部分で新たに生まれた人的なリソース、これをいわゆる政

策企画立案や様々な微妙な配慮を要するような相談にきちんと対応できるような職員の働き方、

こういうふうに向けていく。あるいは、ＤＸの果実で生まれたスペースですね、例えば区役所

の中で１階が３分の１ぐらいが例えば有効なスペースになれば、そこが区民のコミュニティだ

とか、あるいは様々な福祉や子育ての交流できるような、そういう活用にするという、そうい

うものがないとね、何を目指してＤＸ推進しているのかと。いろいろ新しい技術が出てきます

よ。だけれども、そういう点が私は非常にね、今の計画には少なくとも文言としても弱い。で

すから、そういう点では今後の情報推進化計画の策定については明確なそういう理念を掲げる

べきだというふうに思うんですが、その辺はいかがですか。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 ＤＸの推進によって新たに生まれた人的リソースについては、委

員ご指摘のとおり、区民からの相談業務、また交流、クリエーティブな企画立案業務に生かし

ていく必要がございます。このことについては、ＤＸを推進する目的の一つであるため、新た

な計画の中に盛り込んでいきたいと考えておりますが、どのように盛り込むかは来年度策定作

業を進める中で検討してまいりたいと思っております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 そこのところの目標を見失わないように、ともすると効率化とかＤＸ推進そ

のものが目的になってしまったら、これは全く逆立ちですから、そこのところだけはくぎを刺

しておきたいと思います。以上です。 

○委員長 今までのもろもろのことって言ってみたからこういうところにもそういうことも入

れて、いや、忘れていないと思いますよ。ただ、邁進するとちょっと忘れがちにならないよう

に、しっかり入れ込んでやってみてください。 

 拝野委員。 

◆拝野健 委員 ＤＸのお話ずっと続いていたんですけれど、今はもう結構時代はＡＸと言わ

【速報版】



※正式な会議録が作成されるまでの暫定的なものであり、今後修正されることがあります。

－47－ 

れていて、生成ＡＩをどうやっていくかという話になっていますと。生成ＡＩって何かという

と、文字を読んだり画像の認識はできるんですけれども、実は画像と文字が一緒になっている

文章ってすごく読み取りづらくて、文字だけ読んでやることが多いんです。ただ一方で、役所

がつくる、行政がつくる文書、皆さんに出す案内もそうなんですが、人間向けにつくっている

ので、そうするとなかなか生成ＡＩ使って読み込めない、確実に捕捉が捉えられていないこと

があって、その確認作業というのは実際これから発生してくるんだろうなと思っていますと。 

 なので、計画をつくるに当たっては、今ドッグイヤー的と言えばいいんですか、すごいスピ

ードで進化していますので、計画物、前回の計画は結構細かく、これをやります、あれもやり

ますまで書いていたんですけれど、ちょっと若干の遊びの部分、新しいことができたらそれも

挑戦するんだとか、その辺りはちょっと文言として入れておいていただけると、途中で見直し

しなくても新しいこと取り組めるんじゃないかなと思っているんですが、要望で終わります。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 今それこそ中嶋委員とか秋間委員とか拝野委員とかの話いろいろ出て

きて、私もそうだなと思っているんですが、そもそも情報化推進計画って、計画期間とか計画

作成時期に例えばほかの法定計画みたいな形で縛られたりするようなものなんでしょうか。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 計画期間については特段の決まりはございません。他区を見まし

ても、本区と同様に５年間であるとか、あるいは３年から４年としている区もありますので、

各自治体の判断でございます。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 現行計画を策定したとき私企画にいたんですけれど、そのときの計画

を読ませてもらったときに、かなり先進的な取組も記載されていて、大変すばらしい計画だっ

てたしか思ったし、発言もしているんだと思っているんですけれど、先ほど来からずっと話が

あるとおり、現在ＤＸの活用についての点も物すごい日々進化していて、現行計画作成して初

年度ですら計画に記載できていないような取組がもう話として出てきていて、今はこの４年間

で計画に記載されていないような事業を台東区はもう既に幾つも実施しています。ＤＸの進化

に合わせて柔軟に取り入れていくことというのは大変評価しているんですけれど、致し方ない

部分もあるんだなとは思うんですけれど、計画ということだけで見るとこれでいいのかなって

ちょっと思っていたりとかしていて、今、計画を５年としている理由があったらちょっと教え

てもらえますかね。 

○委員長 情報政策課長。 

◎小野田登 情報政策課長 ５年としている理由になりますけれども、国や都のＤＸに関する

計画等におきまして、教育や保育などの様々な分野で中長期的な取組が示されております。新

たな計画ではこうした国や都の動向を踏まえて中長期的なビジョンを描いた内容を予定してお

りますので、現時点では５年と考えているところでございます。 
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 また、計画期間につきましては、来年度策定作業を進める中で、その内容によるところもご

ざいますので、また改めてその部分は検討してまいりたいと思っております。 

 あわせまして、日々進化している部分につきましては、来年度（仮称）ＤＸ推進会議を設置

いたしますので、その部分の方針の中で対応していきたいと考えております。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 本当に改めて検討していただけるということならぜひその辺をお願い

したいなと思うんですが、仮に計画期間を短くしてしまうと、中長期的な視点だというのであ

れば、例えば６年とかにして中間での見直しを図るでもいいのかなと思ったりとかもしますの

で、その辺少し検討してみてください。 

 ただ、仮に計画期間を短くすると、ただでさえ現在多忙だし、どんどんいろいろなことやっ

ていただきたい情報政策課の負荷がすごく増えてきてしまうかなって思っていて、本来このセ

クション、平成２年度に情報分野における最新技術の分析、検証、導入のほか、国の最新動向

の把握や対応など、本区の情報政策を計画的かつ統括的に推進していくために新設されたはず

なので、現在、情報政策課ってランニング業務というんですかね、例えばウェブ会議の活用な

どみたいなところの事業を持っているんですね。だから、やはりそういうところとかもちょっ

と切り離してあげて、新設当時の趣旨に沿った業務に専念していただくべきだとも思っている

ので、その辺も検討してほしいなということを要望して終えます。以上です。 

○委員長 よろしいですか。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 昼食時、遅くなりました、すみません。ここで休憩したいと思います。午後は１時

15分に再開いたしますので、よろしくお願いします。 

          午後 ０時１７分休憩 

          午後 １時１４分再開 

○委員長 ただいまから、企画総務委員会を再開いたします。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、情報システムの標準化について、情報システム課長、報告願います。 

 情報システム課長。 

◎廣瀬幸裕 情報システム課長 それでは、企画財政部の報告事項の５番、情報システムの標

準化について報告いたします。 

 資料５のほうをご覧ください。項番の１、地方公共団体情報システム標準化基本方針の変更

についてです。昨年の12月に国の基本方針が変更となりました。ポイントは以下の４点でござ

います。丸の１つ目、令和７年度までに標準化移行を目指す目標に変更はありません。丸の２

つ目、令和８年度以降に標準化対応がずれ込むシステム名称が移行困難システムから特定移行

支援システムに変更となるとともに、一部要件が緩和されています。丸の３つ目、円滑かつ安
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全な標準化移行のため、標準準拠システムの一部の実装必須機能について、標準化移行後の実

装を可能にするため、経過措置が設けられました。丸の４つ目、標準化移行経費の補助金であ

るデジタル基盤改革支援補助金について、令和７年度までだったものが５年の延長をめどに検

討することが示され、令和８年度以降も補助金が交付される見込みとなりました。以上の４点

が主な変更点となります。 

 次に、項番の２、情報システム標準化への対応状況についてです。令和６年度の取組として

３点上げております。丸の１つ目、標準化対象システム16システムのうち、特定移行支援シス

テムである滞納管理と生活保護システムを除いた14システムについては、令和８年１月の移行

に向けてシステム構築作業を進めております。丸の２つ目、令和８年度以降に移行がずれ込む

特定移行支援システムは、生活保護システムは令和８年の10月、滞納管理システムは令和９年

１月での標準化移行に向けて検討を進めております。丸の３つ目、そのほかとして、ガバメン

トクラウドへの接続や文字同定作業といって区で管理している外字を国が定める行政事務標準

文字へ置き換える作業を住民記録システムで実施しています。 

 項番の３、令和７年度の主な取組内容についてです。丸の１つ目、令和７年度に移行する14

システムの構築作業を引き続き進めてまいります。丸の２つ目、標準化対象外のシステムとの

連携対応作業も必要となるため、併せて実施してまいります。丸の３つ目、そのほか戸籍シス

テムでの文字同定作業など、令和８年１月の移行に向けた作業を進めてまいります。 

 項番の４、予算額案については、資料記載のとおりでございます。 

 ２ページ目をご覧ください。項番の５、今後の予定です。引き続きシステム構築作業を進め、

令和８年の１月に令和７年度に移行する標準準拠システムの移行を行います。また、滞納管理

システムと生活保護システムの特定移行支援システムについては、令和８年度の各時期におけ

る移行に向けて進めてまいります。下の図は、上記内容のスケジュールとなります。 

 なお、今回の国の基本方針の変更を踏まえ、新たに特定移行支援システムの追加は現時点に

おいて発生しておりませんが、国の基本方針などの変更を踏まえ、引き続き動向を注視しなが

ら取り組んでまいります。 

 最後に、３ページ目には、別紙としまして標準化の対象となる区の基幹系システムの一覧と

それに対応する標準化対象業務、移行時期の掲載を記載しております。 

 資料５についての説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問ありましたら、どうぞ。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 報告ありがとうございます。 

 一部実装必須機能について、移行後の実装を可能にする経過措置が設けられましたが、移行

後の実装等の「等」とはどのようなことでしょうか。 

○委員長 情報システム課長。 

◎廣瀬幸裕 情報システム課長 今回の基本方針の変更の中で設けられました経過措置の内容
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についてなんですけれども、移行後の実装などを可能にするという部分の「など」につきまし

ては、経過措置期間中での実装をするほかに、不要となり機能から外れる場合が出てくること

もあることが考えられるため、「など」というふうになっております。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 標準基準書が変わる可能性もあるということですね。承知しました。 

 あと、それから経過措置の期間が５年後の令和12年までということでしょうか。 

○委員長 情報システム課長。 

◎廣瀬幸裕 情報システム課長 経過措置の移行年度の部分についてなんですけれども、こち

らは昨年12月に変更された基本方針の中で遅くとも令和10年度までへの対応が必要というふう

に示されておりますので、経過措置の対応につきましては令和10年度までというふうになって

おります。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 承知しました、国から示されているということで。 

 また、どういった流れで経過措置が認められているのでしょうか。 

○委員長 情報システム課長。 

◎廣瀬幸裕 情報システム課長 昨年の基本方針の変更の際には、具体的な流れについては示

されておりませんでした。ただ、先週、国のほうから説明会がありまして、今後の流れについ

て示されたところであります。今後の流れにつきましては、基本的には事業者のほうから経過

措置が必要となる機能について国のほうに申請しまして、その後、国のほうで各標準仕様書を

管理している省庁のほうで精査するという流れになっています。その後、検討結果を国のほう

から事業所のほうに通知されまして、各自治体というのはその結果を踏まえ、その後は標準化

対応が可能かどうかとか、そういったことを判断していくというふうな流れが示されておりま

す。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 各自治体の判断ということですね。ご丁寧にありがとうございます。報告内

容については了承しました。 

○委員長 よろしいですか。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 今大きな問題になってきているのが、このシステム利用料の問題です。あと

クラウドの利用料と合わせてですね、標準仕様移行後のシステム利用料といわゆるクラウド利

用料の合計額というのは、本来であれば今までのシステムの大体３割減だというふうに、国は

それで推奨してきたわけですが、どうも全くそうにはならないと。むしろ１月の中核市の市長

会の試算、試算というか今の実態ではね、逆に下手すると倍ぐらいになってしまうという自治

体も出てきているという報道もあります。そういう点で、台東区の場合、移行前の経費と比べ

てどういうふうになるのか、この辺についての現在の段階での見解というのはあるんですか。 
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○委員長 情報システム課長。 

◎廣瀬幸裕 情報システム課長 移行前の経費と比べるとどうなるかということについてなん

ですけれども、今年の１月にありました東京都の標準化の移行経費調査での回答ベースについ

てお答えさせていただきます。 

 調査では、標準化の対象業務のほかに関係するネットワークなどの運用経費などを案分する

形で計算するようになっておりまして、標準化対象業務のほか、そういうネットワークのほう

案分するような形で計算しておりまして、区の標準化移行する令和８年の１月から３月までの

経費、こちらのほう１年換算する形で回答していまして、年額として約９億4,000万円という

形で回答しているところです。同じ調査の中で、令和５年度の決算額からも同様の計算をして

おりますと約４億7,000万円となり、約２倍になるという積算をしているところです。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 大体これって中核市長会の資料と全く同じですよね。そうなると、だけれど

も、利用料については国は財政措置しないというのが基本方針ですよね。これについては……

まず増大の要因ですね、これは何なのかというのをちょっと教えていただきたいと。 

○委員長 情報システム課長。 

◎廣瀬幸裕 情報システム課長 増大をする要因についてでございます。今秋間委員がおっし

ゃったように、システムの利用料とクラウドの利用料、この２つの観点でお答えさせていただ

きます。 

 まず、システム利用料につきましては、これまでシステムを区が導入して管理するという形

から区が利用するという形に変わることになりまして、事業者が定めている利用料というもの

にこれまでの運用経費であったり開発や法改正などの対応で必要となる経費、そういったもの

も基本的に加わる形になるため、増加となる要因となっております。 

 また、ガバメントクラウドの利用料につきましては、標準化の対応に伴いガバメントクラウ

ドへの接続自体が新たに追加となりますので、そういった部分が発生するため、利用料の増額

というふうになるというのは要因となっております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 分かりました。 

 それに加えて、国のほうが仕様書をどんどん追加してね、どんどん出てきて、それに伴う

様々な費用が発生しているというのが中核市長会などでも報告になっていますので、そういう

点では国に対して利用料も、どこまでどうするかというのは別にしても、やはり今のままだと

自治体の持ち出しが今までの倍になるわけですから、ランニングコストがね、これについては

強く要望していただきたいということです。 

 ちょっと、質問はそれまでなんですけれど、今あったように、移行後のシステムが今までは

管理、つまりそのシステムの中の情報を、システムそのものの所有権は区にあったのが、今回

借りるという形になるわけですよね。借りるって形でなると、前一番心配していたのが、カス
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タマイズできない問題です。そういう点では、借家を内装工事できないのと同じでね、これは

率直に言ったら、そういう点ではね、台東区色の施策が全国の金太郎あめになっていくという

のを、こういうふうに借りるという形になればそうならざるを得ないという危険だけはね、ま

たこれ予算でちょっとやりますけれども、指摘しておきたいというふうに思います。以上です。 

○委員長 よろしいですか。 

 それでは、ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、集会施設の利便性向上について、用地・施設活用担当課長、報告願います。 

 用地・施設活用担当課長。 

◎坂本一成 用地・施設活用担当課長 それでは、集会施設利便性向上について、ご説明させ

ていただきます。 

 資料６をご覧ください。項番１、取組の概要です。現在、集会施設においては、行政需要の

変化による諸室の利用率低下や設置目的の相違により、利用要件の設定が複雑であるなどの課

題があります。そのため、区の施設を個別でなく全体として捉え、区民の方が施設をより利用

しやすくなるよう、統一的に利用要件等の見直しを図ります。 

 また、公共施設予約システムの改修が伴いますので、連携しながら、区民の方が施設をより

利用しやすくなるよう取り組んでまいります。その上で、その後の利用状況等の検証を踏まえ、

施設機能等の適正化に努めてまいります。 

 項番２、統一化の主な内容です。表をご覧ください。利用要件は、個人、団体など10区分あ

ったものを、区内、区外の２区分とします。利用可能施設については、４つあった区分を廃止

します。対象となる集会施設は、総合管理計画に記載のある31施設のうち、台東区民会館など

利用形態が大きく異なる施設を除く26施設とします。申請時期につきましては、現行、施設ご

とに異なっているのですが、統一化案としまして、（１）の優先団体は下段の米印２に４施設

を記載していますが、条例上、優先団体を特定している施設でございまして、４か月前の15日

からとします。これは、（２）に記載の区内の受付を３か月前の１日からに統一するのに伴い、

前倒しするものです。あわせて、先着順は区内が利用日３か月前の18日から、区外が２か月前

の１日からに統一します。 

 別紙で詳細をご説明します。恐れ入ります、３ページ、別紙１をご覧ください。現行の利用

要件は、上段の表のとおり10区分あり、施設ごとの区分は中段の表のとおりとなっています。

これを下段の表に記載の区内、区外の２区分とします。区内、区外の区分内容は記載のとおり

です。 

 次に、４ページ、別紙２をご覧ください。上段の表が現行であり、団体１から３と区民館団

体の４区分がございます。下段が改正後で、区分を集会施設利用者のみとすることで、全ての

集会施設を利用できるようにしています。なお、一番下の欄外に追加施設４施設を記載してい

ますが、公共施設予約システムが未導入であり、現行では各施設の窓口で個別に貸出しを行っ
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ている施設です。今後、令和10年に予定しているシステム更改に合わせてシステムを導入する

予定ですが、それまでは窓口において統一化したルールにより集会施設の貸出しを行います。 

 資料にお戻りいただき、２ページをご覧ください。項番３、統一化による効果ですが、施設

全体の統一的な見直しにより、効率的な集会施設利用を図ることで、区施設全体の有効活用に

つなげてまいりたいと考えています。 

 項番４、周知等ですが、利用要件の統一等を望む意見がある中、利用者への事前の聞き取り

では、不自由なく借りられていて現状のままでよいといった意見も多くあるため、チラシの配

布や区ホームページでの周知等により丁寧な説明を行ってまいります。 

 項番５、今後の予定です。本報告の後、第２回定例会で東京都台東区立区民館条例ほか９本

を一括して条例改正する議案を提出したいと考えています。その後、周知期間を約６か月取り、

年末年始に公共施設予約システムの改修を行った上で、令和８年１月４日の条例施行といたし

ます。 

 説明は以上でございます。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問がありましたら、どうぞ。 

 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ご説明ありがとうございます。 

 こちら統一化、とても、私も実際に何度も利用しているものなので期待しています。その中

で、オンラインの支払いができるようになったと思うんですけれど、その中で窓口でのクレジ

ットの支払いができない箇所は何か所かあると思うんですが、こちらの統一化に向けて、そち

らもできるようになったりするんですか。 

○委員長 用地・施設活用担当課長。 

◎坂本一成 用地・施設活用担当課長 お答えいたします。今回の統一化により、公共施設予

約システムを導入している施設はクレジットでの決済が可能ですけれども、窓口での支払いの

場合ですと、窓口の端末でオンラインで決済するケースもございます。そちらの支払いのとこ

ろも今後情報システム課と調整しながら整備に取り組んでまいりたいと考えております。 

○委員長 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。ぜひそちらも進めていただきたいと思います。 

 あともう一つ、こちら要望なんですが、施設の改修等でいろいろこれから始まると思うんで

すけれど、ほかの施設を使う団体もいろいろ増えてくると思います。こちら補足のほうに書い

てあるんですが、オンラインがいろいろ進んできて、いいことだとは思うんですけれども、全

ての方がやはりオンラインで予約システムを見てできるかというと、なかなかそれが難しい方

もいらっしゃると思うので、ぜひそちらのオンラインは４か月前からすぐできるんですけれど、

そこの場所に行くまでに１日、２日かかってしまう例えば高齢の方とか、体が不自由な方とか

いろいろいらっしゃると思うので、そちらの何か公平性といいますか、何かそういうところも

何かしっかりと考えて進めていただきたいと思います。私からは以上です。 
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○委員長 質問にしなくていいですか。 

◆石原喬子 委員 はい、大丈夫です。要望でお願いします。 

○委員長 ほか、よろしいですか。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 そうですね、統一化が区内、区外と２区分ということで、大変シンプルで分

かりやすくて、予約もしやすくなると思います。 

 １点だけちょっと確認で、カード発行の部分なんですけれども、現状は紙媒体のカードを発

行していただいていると思うんですけれども、今後もカード、紙媒体とかプラスチックなり、

発行というのはされる予定でしょうか。 

○委員長 用地・施設活用担当課長。 

◎坂本一成 用地・施設活用担当課長 お答えいたします。登録証のほうは、２年１回の登録

の更新がございますので、そのときに発行する形になります。現システムでの登録証以外のス

マートフォンなどのアプリの電子化の対応ですけれども、現行システムでは対応ができないと

いうことを情報システム課には確認しております。今後、新しいシステムへの更新を予定して

おりますので、他自治体の事例も確認しつつ、アプリで登録証が表示できる機能などについて

検討してまいりたいと考えております。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 ありがとうございます。そうですね、課長おっしゃるとおり、よくあるのは

携帯のアプリとかを使って会員カードをＱＲコードとかバーコードとかを読み取る機械なども

あると思うんですけれども、読み込む機械を全ての区民館とか施設に導入すると、もちろんコ

ストがかなりかかるのは十分承知しているんですけれども、カード発行料金も多少たりともか

かるので、ぜひその辺りも前向きに検討を今後していただけると、今、石原委員からもオンラ

インの人全ては難しいというお話もあったんですけれども、両方ができるようにというような

ことになりますと管理もしやすくなりますし、長い目で見ますとコストも削減ができると思い

ますので、前向きなご検討ということで、こちらは要望で。 

○委員長 よろしいですか。 

◆中嶋恵 委員 はい、了承しました。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 非常に今まで複雑だったものが非常に分かりやすくなって、いいことだなと

いうふうに評価をいたします。 

 その上で、いわゆるかがやきひろばなんですよね、今まで入谷区民館で行っていて、入谷区

民館、私もよく借りるんで、するとかがやきひろばって、うわっと札が出ているわけですよね。

今度は谷中と台東一丁目区民館か、こちらのほうにも広げていくわけですよね。そうすると、

率直に言うといろいろなところとの競合というかね、一般区民との利用との問題あるんですけ

れども、まずかがやきひろばにそういう類する、そういう事業を広げていく方針のようですけ
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れども、予約とか利用については、これはどういうふうになるんですか、かがやきひろばは。 

○委員長 用地・施設活用担当課長。 

◎坂本一成 用地・施設活用担当課長 お答えいたします。かがやき長寿ひろばの拡充につき

ましては、一般の利用の影響が少ないように、使用する曜日ですとか時間帯などに配慮して実

施していくということを所管から聞いております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 ということは、公用で最初に取るということですね。つまり、４か月以上前

から取ってしまうということでいいんですか。 

○委員長 用地・施設活用担当課長。 

◎坂本一成 用地・施設活用担当課長 そうです、他の区の事業と同様に、公用の予約になる

と聞いております。おっしゃるとおり、公用の予約で対応すると聞いております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 分かりました。 

 ということは、区が主催しているような事業と同じように先に確保してしまうということで

すよね。これは必要な場合も多々あるわけですけれども、やはりこれがね、入谷の区民館など

は圧迫しているって感じません。率直に言ったら、大体私も取れています。だけれども、一般

利用を圧迫しないようにね、その辺のところというのは今少し答弁にありましたけれども、ぜ

ひしていただきたいということをお願いしたいと思います。以上です。 

○委員長 よろしいですか。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、道路改良工事（06－22）請負契約の締結について、令和７年度労働報酬下限

額について及び入札・契約制度の見直しについて、経理課長、報告願います。 

 経理課長。 

◎田渕俊樹 経理課長 それでは、まず総務部の報告事項４番、道路改良工事（06－22）請負

契約の締結について、ご報告いたします。 

 資料10をご覧ください。本件は、１億円以上の工事請負契約のため、本委員会にご報告させ

ていただくものです。 

 項番２、契約の方法は、制限付一般競争入札です。 

 項番３、契約金額は消費税込み１億2,430万円で、項番４、契約の相手方は早川建設株式会

社でございます。 

 項番５、工事概要につきましては、資料記載のとおりです。 

 項番６、契約日は令和７年２月６日で、項番７、工期は令和７年２月７日から令和７年12月

５日までとなっております。 

 次のページの入札経過調書をご覧ください。本件は４者による入札となり、第１回目の入札
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で落札者が決定したものです。 

 本件についてのご報告は以上です。 

 続きまして、総務部の報告事項５番、令和７年度労働報酬下限額について、ご報告いたしま

す。 

 資料11をご覧ください。台東区公契約条例第16条に基づき設置した台東区公契約審議会より

令和６年12月25日付で提出された令和７年度労働報酬下限額についての答申を踏まえ、本区に

おける令和７年度労働報酬下限額は以下のとおりといたします。 

 項番１、労働報酬下限額、（１）工事または製造の請負契約についてです。①の熟練工及び

一人親方については、令和７年度の東京都における公共工事設計労務単価に90％を乗じて得た

額を１時間当たりの単価に換算した額とします。なお、設計労務単価が設計されていない職種

については、各職種と類似の業務内容の職種を準用することといたします。②の未熟練工につ

いては、公共工事設計労務単価における職種、軽作業員の単価に70％を乗じて得た額を１時間

当たりの単価に換算した額とします。いずれも金額等詳細につきましては、次のページの別紙

１にてお示しをしておりますので、後ほどご覧ください。 

 次に、（２）業務委託契約及び指定管理協定についてです。令和７年度の労働報酬下限額を

１時間当たり1,323円とします。この額は、本区における会計年度任用職員の事務補助の給与

１時間当たり1,292円に日銀短観による１年後の全産業の物価上昇見込み2.4％を乗じて算定し

たものとなります。 

 項番２、周知方法についてです。区公式ホームページ及び広報たいとうへの掲載、入札参加

事業者への周知文書の配付、契約受注事業者への二次元コード、いわゆるＱＲコード付周知カ

ードなどの配付をし、事業者及び労働者への周知を図ってまいります。 

 項番３、今後の予定です。業務委託契約及び指定管理協定における労働報酬下限額について

は、先行して既に告示をしております。工事または製造の請負契約における労働報酬下限額に

ついても、本委員会報告後、告示をさせていただき、令和７年４月１日付の契約より適用を開

始してまいります。 

 本件についてのご報告は以上です。 

 最後に、総務部の報告事項６番、入札・契約制度の見直しについて、ご報告いたします。 

 資料12をご覧ください。まず、項番１、主管課における契約事務範囲の見直しについてです。

（１）現状と課題です。主管課における契約事務範囲は、平成４年度に見直しを行って以来30

年以上が経過しており、その間、消費税率の引上げなど社会情勢は大きく変化しています。こ

うした社会情勢の変化は、近年、現状の主管課契約の範囲を超える要因となっており、契約に

経理課を介することで業者決定までに時間を要したり事務手続が煩雑となっている状況です。 

 （２）対応です。下表のとおり、区長部局等の主管課における契約事務範囲を現在の教育委

員会の基準に合わせ拡大し、契約事務の効率化・迅速化を図ってまいります。 

 次のページをご覧ください。項番２、工事請負契約に係る前払い金制度の支払い限度額の見
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直しについてです。（１）現状と課題です。前払い金は、資材購入や労働者の確保など、工事

着工資金として契約金額の一定割合を前払いするものであり、円滑な工事施行のために必要不

可欠なものですが、近年、資材、人件費の高騰により事業者の資金調達に係る負担が大きなも

のとなっています。 

 （２）対応です。前払い金の支払い限度額を拡大し、調達資金不足による受注機会の損失や

契約の不履行を回避するとともに、労働者や下請業者への賃金等の支払い遅延防止を図ってま

いります。下表のとおり、工事契約につきましては、現状、契約金額の10分の４以内で支払い

限度額が３億円となっておりますが、支払い限度額を10億円まで拡大いたします。また、これ

まで適用のなかった測量、設計、地質調査の委託契約についても前払い金制度の適用対象とし、

契約金額の10分の３以内であれば支払い限度額の上限はなしといたします。 

 次に、項番３、工事請負契約に係る最低制限価格及び低入札価格の設定範囲の見直しについ

てです。（１）現状と課題です。ダンピング対策の強化として、国は地方自治体に対して工事

請負契約における最低制限価格制度及び低入札価格調査制度の活用の徹底と算定基準の適切な

見直しを要請しています。本区においては、最低制限価格制度及び低入札価格調査制度を採用

し、実施しておりますが、価格の設定範囲は国が推奨する基準を下回っている状況です。 

 ３ページをご覧ください。（２）対応です。国の要請や今年度より施行している台東区公契

約条例の趣旨を踏まえ、下表のとおり、両制度における価格の設定範囲を国基準である予定価

格の10分の9.2から7.5の間に見直し、過度の価格競争の防止や公共工事に従事する労働者の雇

用環境の安定化等を図ってまいります。 

 なお、今回の見直しに合わせて、別途定める清掃・警備業務及びその他施設管理業務委託に

係る低入札価格調査制度についても設定範囲を見直し、下限割合を引き上げてまいります。 

 最後に、項番４、今後の予定です。いずれの見直しにつきましても、令和７年４月１日以後

に締結する契約より適用を開始いたします。 

 長くなりましたが、ご説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

○委員長 初めに、道路改良工事（06－22）請負契約の締結について、ご質問ありましたら、

どうぞ。 

          （「なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、令和７年度労働報酬下限額について、ご質問がありましたら、どうぞ。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これは質問ではないんですけれども、いよいよここまで来たなという感慨深

いものがあります。官製ワーキングプアという時代が本当に長く続きました。公務労働に就き

ながら食べていけないという、そういう問題というのを私も何度も取り上げてきました。そう

いう点では、今回こういう審議会で下限額を決めるという時代に来たんだなということで、本
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当に感動的だなというふうに思います。 

 その上で、今回新たに審議会ができて、答申した区があるんですけれど、その中では台東区

は上のほうなんですね。ただ、実態的に今14区が公契約条例を施行して、今回、来年度の委託

労働の下限を出しているわけですけれども、出している区は13あります。残念ながら台東区は

この中では下から数えて３番目と。1,323円というのは、トップが世田谷で1,460円、新宿が

1,438円、渋谷が1,426円、杉並が1,400円ですから、百数十円の差がまだ台東区あるわけです

ね。ですから、そういう点では、やはりこの辺についてさらに引き上げていくような流れをね、

先ほど物価の上昇率2.4というのを日銀の見通しなどから出しているというようですけれども、

実態的に2.4で本当に収まっているのかというとそんな感じもしないしね、そういう点ではそ

ういうところを申し上げて、意見だけこれは申し上げておきたいと思います。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 いや、ないです。 

○委員長 いいですか。 

◆早川太郎 副委員長 はい。 

○委員長 いいですね。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、入札・契約制度の見直しについて、ご質問ありましたら、どうぞ。よろしい。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 最低制限価格と低入札価格の設定範囲の見直しですけれども、これはこの幾

つかある見直しについては賛成であります。その中の３つ目の最低権限と低入札価格の問題で

ちょっと質問をいたします。 

 この間、区の入札で不調だとか不落随契というのが非常に多くなっていることと考え合わせ

ると、予定価格そのものの正確性というのが私は問われているんじゃないかと。つまり、最低

制限価格の問題だけ、今回これはいいことなんですけれども、議論しても追いつかないんじゃ

ないかなって、その辺のところをすごく感じているんですが、予定価格の正確さ、これについ

ての問題意識というか、課題認識というのはあるんですか。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 予定価格の質問につきまして、施設課のほうから答えさせていただき

ます。 

 予定価格の正確さ、今後最低額になりますと極めて重要だと、こう考えております。予定価

格の積算に当たりましては、公共の工事の積算基準等に従い、適切な積算と歳出の単価を採用

しながら積算に努めてまいりたいと考えております。 

 また、区内業者から成る防災協力会というのがございまして、そことのヒアリング等も行っ

ております。そことのヒアリングでは現状の建設業界の状況等を把握しながら、今後の積算業
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務、また営繕業務について取り組んでいきたいと考えております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 ぜひね、関係者からよく話を聞くというのは大事なことだと思うんですね。

前もどこの工事だったかな、型枠の単価が十数年前のをまだ使っているみたいなことを言われ

たことあって、ええっとか言っていた。でも、今は大体全部ぽーんとね、パソコンでぽーんと

システムで出てきてしまうんだよね。だから、それというのは、ただそれではとてもやってい

けないという声も聞いたこともありますし、逆にそこの裏の今の文化財の、そこのね、下谷小

学校のところの工事は、これ最低価格よりも下だったというね、それで不調になってしまった

という、そういうこともあるわけですよね。だから、そういう点ではね、やはり予定価格がい

かに正確かというのは大事なことだ、これは本当に命綱だし、そういう点ではよく研さんして

いただきたいということだけ申し上げて終わります。 

○委員長 よろしいですか。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、台東区公共施設保全計画第３期実施計画の見直しについて、施設課長、報告

願います。 

 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 それでは、台東区公共施設保全計画第３期実施計画の見直しについて、

ご報告させていただきます。 

 資料13をご覧ください。項番１、経緯でございます。昨今の工事などの入札において辞退す

る業者が出ている状況であり、これは建設業界の技術者や職人の不足により現場担当者の確保

が難しくなっていることなども要因の一つとなっていると考えております。他の自治体におい

ても同様の状況が見受けられます。 

 現行の保全計画を進める中で、一部入札不調で計画が遅れが出ており、現在の実施計画を計

画どおりに遂行することが困難な状況になっております。このため、第３期実施計画を一部見

直すことにより、各年度における工事等の発注件数を調整し、計画的に実施できるよう見直す

ものでございます。 

 項番２、見直しの内容についてでございます。２ページ、別紙１をご覧ください。左側が現

行の第３期実施計画で、右側が見直し案となっております。黄色く表示してある施設が、工事

時期等を変更した施設となっております。変更した具体的には、年度内に大規模改修工事の発

注件数を基本、年３件以下とし、各年度の工事総数についても抑制していきます。ただし、小

規模な施設については２施設を同時に発注するなど、件数の調整を図ることといたします。ま

た、実施時期を変更する際には、必要に応じて維持補修工事を行いながら改修工事の実施時期

に備えてまいります。また、今後、第４期実施計画の策定の際にも、同様に検討してまいりま

す。 
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 第２期中期保全計画につきましては、３ページの別紙に記載してございます。現行どおり44

施設となっております。こちらは後ほどご参照ください。 

 資料にお戻りください。項番３です。大規模改修工事時の施設の運用と改修方法でございま

す。工事中の施設の運用と改修方法は、施設の状況や工事の内容を踏まえ、資料に記載の方法

で実施してまいります。１点目は、（１）施設の移転、休止等により利用者不在で工事、居抜

き工事を実施するものでございます。２点目、（２）は、施設の一部を居抜きとしながら順次

工事を進めるものでございます。そして３点目、（３）は、学校園等になりますが、夏休み等

の長期休業期間を利用しながら工事を進める方法としております。（２）、（３）により実施

した場合は、（１）に比べて工期が長くなる方向でございます。また、資料の下段のほうに用

語の定義等を記載してございますので、ご参照ください。 

 台東区公共施設保全計画第３期実施計画の見直しについての報告は以上となります。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問ありましたら、どうぞ。 

 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。 

 物価の高騰や資材不足、職人不足など、建設業界の厳しい状況もありまして、実施計画を見

直さざるを得ないことは理解しております。そうした中で、小学校の改修予定について伺いま

す。 

 全体的に計画が後ろ倒しになってしまうことや、田原小学校においては発注から見直す状況

になっているということは認識しています。しかし、着手の順番も変更されていまして、現行

計画では浅草小、富士小が来年度に基礎設計開始、その翌年度には松葉小と金竜小となってい

ましたが、この改正案では浅草小が２年遅れまして、富士小については第３期実施計画から外

れている形になっております。この変更案に至った経緯と理由をお聞かせください。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 今回の計画案の見直しにつきましては、既存の建物が外壁塗装改修工

事等、建物の延命措置を行っているものか、または延命処置、部分的な改修等を行っているか

について検討させていただいているところです。また、改修工事のための移転先またはめどが

ついていないものにつきましては、先送りとさせていただいております。 

 今回、松葉小学校、浅草小学校は、１年、２年とずれてございます。松葉小学校、浅草小学

校竣工後、大規模改修、外壁の塗装工事等の延命措置が図られております。その中で、浅草小

学校が外壁改修工事をやってからまだ日が浅いことから、松葉小学校を１年先送りで浅草小学

校を２年先送りとさせていただいているところでございます。 

 また、今回記載ができなかった富士小学校と今戸児童館につきましては、今回の改修方法も

工事中の仮設校舎や移転先等の調整に時間を要しており、大規模改修工事が必要だということ

は重々承知なんですが、調整がかなわなかったというところで今回の計画からは記載を外させ

ていただいております。 
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 特に富士小学校につきましては、過去に耐震補強工事等で壁等も補強しております。また、

そのためエレベーター等の設置の場所等のスペースを確保難しいこと、また富士小学校は教室

を全て使っておりますので、工事中の必要教室等の確保が課題となっているということがござ

いまして、そのため小学校、幼稚園、こどもクラブなどの仮設の校舎の検討も含めまして、富

士小学校の現校舎での大規模改修で必要な整備ができるかどうかについても十分検討する必要

があると考えております。そのため、今回の計画では、ちょっと記載のほうはできなかったと

いうことになっております。 

○委員長 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。 

 第３期の実施計画については、私が議員になる前ですが、令和５年の３月に公共施設保全計

画の改定と併せて策定されていると認識しております。保全計画にある工事優先度を加味して

実施計画が作成されていると思っています。違いますか。大丈夫ですか。その保全計画の重要

度、優先度の考え方については、変更などはあったんでしょうか。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 今回の見直しによるものにつきまして、保全計画の重要度、優先度に

つきましての考え方につきましては、特に変更はございません。 

○委員長 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。 

 当初想定していた改修の規模感など想定外の部分があったということであれば、多少順番に

ずれが生じることはあると理解しているんですが、仮校舎の場所や工事の方法については初め

から想定できていて、準備はできると思っております。優先度の高い施設において早期に着手

できる方法を検討していただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 現在調整中のものにつきましては、早期に取りかかって調整させてい

ただきたいと思っております。 

 また、富士小学校、今戸児童館、今回記載はされていませんが、改修方法、改修内容が決ま

りましたら直ちに取り組んでいきたいと考えております。 

○委員長 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。 

 本当、学校は子供たちの学びの場でもありまして、また災害時の避難所としても重要な施設

だと思っております。より迅速かつ適切に対応していただくように強く要望して終わります。

以上です。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 計画の見直しについて伺いたいんですけれど、まず大規模改修工事の発注件

数を基本、年３件以下にしますよということなんですが、過去３年間の大規模改修工事の件数
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と、あと３件以下にするとどのようなメリットがあるのかなというのが知りたいんですが、こ

れは計画を考える上でこれだったらうまく回せていけるだろうなのか、地元の防災協力会との

相談の上で３件なのかという、その３件の根拠が知りたいです。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 現在の保全計画では、来年度から年５件ずつ程度発注する予定になっ

ております。そこを３件以下にすると決めましたのは、今年度、大規模工事と名前はついてい

ませんが、発注したのが金曽木小学校、生涯学習センター、台東病院、令和５年度につきまし

ても根岸の寮、したまちミュージアム、旧下谷小学校の解体とございます。令和４年度以降に

なりますと、特に大きなものはちょっと、３件以上出しているものはございませんというとこ

ろで、３件までは確実に履行してきたということを踏まえまして３件と設定させていただきま

した。 

◆拝野健 委員 頑張ってください。 

○委員長 以上ですか。 

◆拝野健 委員 はい、以上です。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 先ほど石原委員から出た声というのは、本当に切実だと思うんですね。流れ

からいうと、５年、去年、おととしの12月14日、これ４定の公共施設等総合管理計画ですね、

これ中間のまとめ、その後、だから１定でこれ決めているわけですけれども、この中で建物性

能と施設性能というのを分けて、それぞれのランクをつけているわけですよ。先ほど出た富士

小学校とか今戸児童館、あと三筋保育園というのは、この中では建物性能評価、つまり様々な

建物の強靱具合というかね、これはＣランク、一番下なわけですよ。これの富士小学校を先延

ばしにするというのはね。ただ、今課長のお話だと、耐震補強工事を割合遅くなくやったんだ

ということですけれども、そうすると基本方針、長寿命化計画、１回30年でなお大規模改修、

それからもう１回見直して40年と定期的な修繕を重ね合わせて長寿命化というのを60年から80

年と延ばしていったって、基本方針は変わんないと今言ったわけだね。だけれども、そうであ

るなら、今の富士小学校の耐震補強工事というのは、勘案されるべき中に要素なんですよね。

だから、そういうのというのがちょっと分からないで一律に計画の中に様々な周期で入れてい

ったものがここで動かされてしまうと、非常に不安になるということを言いたいんですね。 

 特にＣランクになったというのは、やはりこれは対象のところはショックでしょうが、これ

ね。だから、耐震補強工事をやっていながらなぜＣランクなのかと、富士小学校がね。あるい

は、今戸児童館はどこがＣランクなのかと、三筋保育園は何でＣランクなのかということとい

うのはそれぞれが検証されないと、やはり今回のやつというのはそう簡単に納得しろといった

って難しいんじゃないかと、ここまで出しちゃっているわけだから。だから、そういう点では

その辺丁寧にもうちょっと説明してしいなと。 

 まず、建物性能評価というのがＣランクだったこの３つの施設というのは、先延ばしして大

【速報版】



※正式な会議録が作成されるまでの暫定的なものであり、今後修正されることがあります。

－63－ 

丈夫なんですか。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 施設の老朽化に伴う大規模改修の必要性については認識しております。

ただ、先ほど説明させていただいたとおり、仮設校舎、仮設場所等がなかなか調整できなかっ

たことと、そういうのを踏まえまして、今後大規模改修までの間につきましては施設の支障が

ないよう、運営に支障がないように維持補修工事等をやりながら、実施時期までに対応してい

きたいと考えております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 仮校舎等でいえば、最大のみんなで知恵を合わせてこれをやっていく、ある

意味では公共施設を明け渡してもやるぐらいの必要な部分というのもね、小包集中局とは言わ

ないですよ。だけれど、そのぐらいのものなんだと思うんですね、私は。区民福祉とか教育と

いうのはそういうものだと思うんですね。だから、そういう点ではやはりその辺のところはね、

まずちょっと丁寧に、富士小学校、性能がＣランクだったけれども、実は耐震補強工事で当面

の耐震性は大丈夫なんだというようなことというのはきちんと説明しないと不安になるし、そ

れは今戸児童館や三筋もそういうことなんで、今日答弁あったんでね、その辺のところという

のは少し……。三筋保育園も大丈夫なんですか。うち近くなんで、ちょっと。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 公共施設全て耐震診断、耐震補強を行っていますので、耐震性につい

てはあると考えていただいて結構です。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 そうなると、水回りとか施設関係ですね、一番傷む、その辺のところになる

と思うんですね。それであれば、やはりそこも点検を、今までのペースを少し縮めて点検して

いくとか、そういう対策で、延ばすことそのものを反対という意味じゃなくて、きちんとそれ

に対する安全性だとかいうのが担保されれば反対はしないわけで、そういう点ではその辺のと

ころをよろしくお願いしたいと思います。 

 あともう１点だけ。工事方法の中で夏休みの期間ね、学校等は工事にやるということなんで

すけれども、この間も議論になったんですが、猛暑の間の工事作業については、できるだけイ

ンターバルを取れとか、あるいは休み期間を設けろとかいう、これは国のお達しもあるわけだ

けれども、その辺のところで対策というのはどういうふうに考えるんですか。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 夏休み期間中の暑さ対策としまして、今回学校について夏休み等の長

期期間で工事をやっていくと考えております。学校等の協力を得ながら、施設内に作業員さん

の休息場所を確保しながら行ってまいります。 

 また、作業効率の低下が考えられますので、無理のない工期、工程の管理をしながら行って

いきたいと考えております。 
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 また、作業内容によりましては、特別な暑さ対策としまして必要なものにつきましては、そ

の分の経費等も見込んで工事のほうを発注していきたいと考えております。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 ここについては前回もやったんでこれ以上重ねませんけれども、ぜひ万全に

お願いしたいというふうに思います。以上です。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 保全計画についてなんですけれど、私が議員になった今から14年ぐら

い前のときって、ある種区有施設の大規模改修、その前に保全計画というのはあったのはあっ

たんですけれど、リーマンショックとかいろいろあったりとかもして、基本的にはほとんど計

画的に大規模改修をやっていないような状況が続いていて、今横に座っていらっしゃる髙森議

長が保全計画の必要性みたいなものを一番最初に一般質問なのかな、おっしゃっていただいて、

その後、私大分追っかけさせていただいて、それが施設白書になって保全計画になっていると。

今はもう第３期まで行っているという状況で、本当にできて以降はしっかり計画どおり確実に

大規模改修重ねてきていました。それはすごく評価していますし、ただ、本当に私、今回この

報告がなければ、実は予算の審議の中で私から提案しようと思っていたぐらいなんですね、保

全計画を見直すということについては。そういう意味では、私はすごく評価しています。 

 経緯の中でも入札の件が記載されていますけれど、たしか以前の企画で入札案件の報告のと

きに、例えば今みたいな入札の状況が続いているんであれば入札の時期などにも工夫すべきで

はないかって発言していて、そのためにはやはり現行計画どおりの改修が実施できなくなるお

それもあるかなとは思いながらしゃべっていましたし、昨今の建築費の高騰、インフレ条項の

適用なども実施する機会が増えていて、これ、分かれば教えてほしいんですけれど、現行の計

画での試算を立てたときと比べて現状どのくらい上がってしまっているのか、答えられる範囲

でちょっと答えていただけますか。 

○委員長 施設課長。 

◎五條俊明 施設課長 今現在、計画策定した令和４年度から今現在の令和７年の３月までの

公共工事の設計労務単価の上昇につきましては、約1.2倍となってございます。また、今年度

発注しました金曽木小学校、ちょっと増築部分は除きましての平米単価と、また昨年度発注し

ました第三福祉作業所の改築工事の平米単価につきましては、保全計画を策定したときのコス

ト単価に比べておおむね1.5倍になっているのが現状です。 

○委員長 早川副委員長。 

◆早川太郎 副委員長 本当に結構上がっているんだろうなと思っていたんですけれど、やは

り1.5倍、かなりですよね。前回試算したときだって、その前の試算から比べれば、長寿命化

をやったりとか、先ほど秋間委員からお話ありましたけれど、大規模改修の間にきっちりした

修繕を入れてという工夫もしていたけれど、前回の試算だってすごく上がってしまっていて、

その試算からも今一つの建物で考えれば1.5倍上がってしまっている。これはしようがないで
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すけれど、そういうことを聞いていると、現行計画どおりの内容で本当に財政状況を含め実施

し続けることができるのかなってかなり不安に思っていて、コロナのときには計画内容の延期

を行っていましたけれど、あれはある種あくまで特例的な措置で、本当に今の入札状況とか財

政面とかを考えれば、今後計画どおりに実施できなくなる可能性というのは結構高かったんじ

ゃないかなって私はすごく感じていて、前のことを知っているもんですから、なし崩し的に計

画がないがしろになっていくことというのって、それは一番よくないことなんじゃないかなっ

て思っています。 

 だから、そういう意味では、そういうのではなくて、しっかり計画を立てて、ちゃんと計画

立てからやっていくというのをしなければいけないんだと思っていたんで、見直したらどうか

って言おうと思っていたんですよね。それもあるので、今回当面の実施計画で第３期を見直す

というのはぜひやっていただきたいなと私は思っています。 

 ただ、本当にそれだけでいいのかということも思っていて、高騰しているのは建築費だけじ

ゃなくて、物価そのものがかなり高騰しています。近隣も今、上昇傾向にあったりとかしてい

て、区の財政収支推計とかも大きく変化している。ましてや、北上野とか小包跡地というのも

話が進んでいますよね。さらには、行政に求められる役割とか国の制度変更などで区有施設に

おける新規整備とか統廃合という話も今進んでいるんだと思っているんですね。そう考えると、

それらを鑑みてみれば、第３期だけじゃなくて保全計画そのものの見直しというのはやはりし

ていかなければいけないんじゃないかなって思っています。ですので、今後、保全計画全体の

見直しというのもぜひ検討材料の中に入れていただきたい。これは要望して終えます。以上で

す。 

○委員長 課長、やはりこれだけの話が出るというのは、どこかみんな不安な気持ちもあると

思うんですよ。私はこの間も気がついたけれど、学校への報告がすごく遅い。教育委員会もそ

うなんでしょうけれど、やはりこれだけ遅れることに対しては、現場では大変影響が大きいで

すよね。だから、必ず丁寧な説明、学校だけ言えばって、これは無理です、今は。いろいろな

施設を使っている人もいらっしゃいますから、コミュニティだったりＰＴＡだったり、そうい

うところに丁寧に説明してあげてほしいと、くれぐれもお願いします。 

 それから、もう一つ、私ね、簡単に言うけれど、設計に２年というのはね、どうも気になる。

民間ではあり得ない。１年でできるはずですよ。これ公共工事のうまみのあるところかもしれ

ないけれど、だけれどこれからはやはりそういうことも、いろいろ、何というか、価格等の兼

ね合いがいろいろあると思いますけれどね、これから改革するところだと私は思いますね。そ

の分だけ１年分しっかり経費がかかっているわけですよ。１年でできるはず。そういうことも

頭に入れて、ぜひ頑張ってもらいたいと思います。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、地域日本語教育の体制の強化について、多文化共生推進プランの改定に向け
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た意識調査の実施について及び女性支援法への対応について、人権・多様性推進課長、報告願

います。 

 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 それでは、地域日本語教育の体制の強化について、ご説

明いたします。 

 資料14をご覧ください。項番１、目的です。台東区の在住外国人は、２月１日現在、区全体

の人口の約9.4％を占めており、今後もさらなる増加が予想されます。令和３年度末に多文化

共生推進プランを策定したところですが、その後、国や東京都でも推進のための重点事項など

が明らかになり、東京における地域日本語教育の体制づくりの在り方が公表されたことから、

台東区においても地域日本語教育の体制の強化を図るものでございます。 

 項番２、国や都の動向につきましては資料に記載のとおりですが、東京都の考え方を示した

イメージ資料を別紙１に添付しておりますので、ご覧ください。 

 別紙１、上段の丸の２つ目に、特に行政が関わっていくべき初期段階の日本語教育として、

基礎段階のＡ１からＡ２レベルとあります。そのレベルの内容としては、日本語を話す地域住

民がやさしい日本語を活用してコミュニケーションが取れるレベルであるとしています。これ

に基づきまして、区でもやさしい日本語が実際に活用できるよう、そうした体制の強化を図っ

ていきたいと考えております。 

 資料にお戻りください。項番３、台東区における地域日本語教育の体制の強化の視点につい

てです。資料に記載の①と②は、東京都と同様に外国人が地域とのつながりを早期に築いてい

けるように体制を強化していきます。③は、①と②を効果的に行うために多文化キッズコーデ

ィネーターや地域日本語教育コーディネーターを新たに配置するものです。 

 別紙２をご覧ください。こちらは、令和７年度と６年度の事業を対比した資料となっていま

す。赤字の部分が新規で追加したり再構築をした部分です。まず、外国人向けの取組に関して、

大人向けの日本語教室は日本語学校の専門性を生かしながら地域日本語コーディネーターを配

置して、地域と連携した教室を定員も拡大して実施していく予定です。次に、子供日本語教室

の実施に併せて、これまでボランティアを中心に実施している保護者おしゃべりサロンを区の

事業として位置づけ、多文化キッズコーディネーターを配置し、保護者同士の交流を図ってま

いります。 

 次に、主に日本人向けの取組につきましては、これまでの日本語ボランティアを目指す方を

対象に実施してきた外国人とのコミュニケーション講座を見直しまして、（仮称）やさしい日

本語ｄｅ話そう会と日本語学習支援者養成講座に分けて実施いたします。特にやさしい日本語

ｄｅ話そう会については、やさしい日本語は日常の生活や仕事、そして観光客への対応にも生

かすことができることから、７年度から定員を拡大し、啓発事業として実施してまいります。 

 資料にお戻りいただいて、２ページ目をご覧ください。項番４、予算額案については記載の

とおりです。 
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 項番５、今後の予定です。令和７年４月から実施いたします。 

 続きまして、多文化共生推進プランの改定に向けた意識調査の実施について、ご説明いたし

ます。 

 資料15をご覧ください。項番１、目的です。先ほどの報告でも申し上げましたが、台東区の

在住外国人は区全体の人口の約9.4％を占めており、今後もさらなる増加が予想されます。令

和３年度に台東区多文化共生推進プランを策定しましたが、その後、様々な法律の成立や改正

等があり、在住外国人を取り巻く状況が変化してきました。こうした中、より一層多文化共生

を推進するために、７年度に多文化共生に関する意識調査を実施し、多文化共生推進プラン改

定において基本的な考えをまとめるものでございます。 

 項番２、プランの位置づけと期間及び調査の実施についてです。本プランは、基本構想や長

期総合計画の実現に向けて、多文化共生推進のための基本的な考えや具体的な取組を示す個別

計画として策定しています。今回の計画期間は令和９年度からの５年間とし、プラン改定に向

けて令和７年度に意識調査を実施するものです。 

 項番３、意識調査の実施についてです。区内在住の18歳以上の外国人及び日本人を対象とし

て、以下の表のとおり意識調査を行います。なお、前回調査との比較を行うため、調査項目は

基本的に前回同様としますが、コロナ対応を削除し、新たな要素を含めていく予定です。また、

外国人については、昨今ネパールの方が増えているため、ネパール語にも対応いたします。 

 恐れ入りますが、資料２ページ目をご覧ください。項番４、検討組織についてです。多文化

共生に関する外部有識者や区民、行政等で組織する台東区多文化共生推進連絡協議会にて検討

を行います。 

 項番５、予算額案は記載のとおりです。 

 項番６、今後の予定については、令和７年８月から９月に調査を実施し、翌年の第１回定例

会にて調査結果を報告いたします。その後、プランの策定作業を行い、第４回定例会で中間の

まとめを報告し、パブリックコメントを経て、令和９年の第１回定例会で最終案の報告をする

予定です。 

 続きまして、女性支援法への対応について、ご説明いたします。 

 資料16をご覧ください。項番１、現状と課題です。令和６年４月に、困難な問題を抱える女

性への支援に関する法律が施行されました。本区は既に様々な所管で女性からの相談を受けて

おり、関係課と連携しながら対応していますが、複合的な相談に対しての庁内の連携体制など

について課題があります。そのため、庁内の連携体制を整理するとともに、はばたき21相談室

の機能を拡充する必要がございます。 

 次に、項番２、庁内の連携体制でございます。別添資料をご覧ください。緑色の矢印が新た

に実施するものでございます。図の左のほうをご覧ください。現状として、各課の業務に関す

る相談は、各課が関係課と連携しながら対応しているところです。今後は、新たに女性専用の

窓口を設けるのではなく、複数課にまたがるような相談で調整が困難かつ複雑な案件について
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は、相談室が調整機能を担い、必要に応じて支援調整会議を実施いたします。なお、図の右側

にあるように、若年女性の性暴力被害や成人女性の親や親族等からの暴力についての相談は新

たに相談室で受けることとし、相談機能の拡充を図ります。また、若年女性へのＤＶ防止等の

啓発活動を充実してまいります。 

 資料にお戻りください。次に、項番３、はばたき21相談室の機能拡充でございます。１つ目

の人員体制の強化や２つ目のＡＩ相談支援システムの導入など記載の項目を実施し、相談室の

機能を拡充してまいります。 

 項番４、予算額案は記載のとおりです。 

 項番５、今後の予定についてでございます。10月からＡＩ相談支援システムが稼働する予定

です。 

 ご説明は以上でございます。 

○委員長 それでは、初めに地域日本語教育の体制の強化について、ご質問がありましたら、

どうぞ。 

 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。 

 こちらは私も前に質問させていただきましたが、体制の強化はとても高く評価しております。

一つ確認したいんですが、多文化共生推進サポーターの講座を受けた方は実際にどのような活

動をされているか分かりますか。 

○委員長 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 サポーター養成講座を終えられた方は、具体的には大江

戸清掃隊に入って外国につながりのある方と一緒にお掃除をしたりですとか、講座で学んだ文

京区の小学校に入学する前に配付されるガイドブックを参考に、台東区の学校でも利用できる

形に変えようと活動を継続された方がいて、実際今年の２月から、保護者おしゃべりサロンと

子供向けの日本語教室の保護者の交流の場でそのガイドブックを配付しながらご説明していた

だいて、入学前の不安に寄り添う活動をされています。 

 また、先日は保護者サロンにお困り事を抱えた保護者が見えて、ボランティアの方と区が相

談先を案内したとか、そういったこともありますので、サポーターの方にはいろいろと活動し

ていただいているといった状況でございます。 

○委員長 石原委員。 

◆石原喬子 委員 ありがとうございます。 

 私のほうも入学前の不安だったりとか、あと学校のお手紙だったり、子供教室の存在とか、

そういうことも全くお手紙だと分からないところ、何件か相談いただきまして、こちらやさし

い日本語だったりとか、また国の言葉でしっかり説明してくれたなんていう感謝の言葉もいた

だいております。 

 こちらの拡充、すごく期待しているので、ぜひ多くの方に届くように、その方法などもこれ
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からいろいろと検討していただいて、しっかりと皆さんに使っていただけるような周知をお願

いしたいと思います。そちらは強く要望して終わります。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 まず、今年度から予算事業になった子供日本語教室ですね、これは本当によ

かったなということと、これに来る保護者の皆さんに対して、今回、保護者おしゃべりサロン

というのは本当にこれは大事だなということで、これ高く評価したいと。現場でそういう声が

上がっていましたので、そういう点では評価したいというふうに思っております。 

 ただ、ちょっと全体は本当に充実するんですけれど、ちょっと心配なのが、区が今まで直営

していたのを委託にして、地域コミュニティとの関係、あるいはこれまで蓄積してきた多文化

共生の実績ですね、例えば外国人のための日本語教室（大人向け）の卒業した方たちが区政に

参加してもらうとか、そういうものが弱くならないか。つまり、委託というのは専門家だろう

から、そういう点では質は上がるのかもしれないけれど、泥くさくても地域の人がやるという

のは大事で、そういう点ではその辺のところをちょっと心配しております。 

 そういう点で、大人向けの日本語教室、これを委託に変更する、その辺の理由は何なのかと

いうことと、これまでのボランティア的な日本語の教師はどういうふうになるのか、これにつ

いてお伺いしたいと思います。 

○委員長 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 委託に変更する理由ですが、大きく２点ございます。１

つ目、これは台東区だけでなく、ほかの自治体でも共通した課題なんですけれども、日本語教

師の高齢化による人員不足で、日本教育の実施が難しいということがあります。実際本区でも、

急な体調不良などにより教室の運営が厳しい場面がございました。２つ目に、外国人が地域社

会とつながりを持つという仕組みをつくるためです。在り方には、外国人が地域とのつながり

を持つことが求められています。しかし、これまでの区の教室は、どちらかというと学習者へ

の一方的な指導、いわゆる教室的な形態を取る講師が多く、開かれた教室とは言えませんでし

た。今後は日本語教室が地域ボランティアと学習者が地域とつながる場、地域型となるような

調整を行い、日本語教室の卒業生を含む在住外国人の方が地域社会を支える担い手になる取組

を推進していく予定です。以上のことを効果的に行うためには、日本語教育機関等と連携する

必要があると考えました。 

 また、これまでの日本語講師についてなんですけれども、地域日本語教育の体制づくりの取

組というものが国や都で始まっていることをお伝えし、これからは教室型だけではなくて地域

とのつながりを育む形に転換していく中、新たな形でご協力いただけないかご意向を確認した

ところですが、多くの方がほかにも活動されているため、これを機にそちらに専念したいとい

うようなご意向でした。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 なるほど。今丁寧に答えていただいて、恐らくその人たちというのはずうっ
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と昔からやっている人たちだから、いろいろ忙しい。それも、でもボランティア的に区にこの

間貢献してきたわけですから、そういう点ではこれからもいろいろな知恵を借りる、あるいは

力を借りるというのは大事で、私は今、課長のを聞いて、委託することによって逆に地域のコ

ーディネートというかコミュニティというのを強めるんだというのは、そういう発想というの

は全く私分かんなかったもんだから、逆に後で教えていただきたいなという点、非常にここの

ところってすごく今、台東区の区政にとって大事だなというふうに思いますので、その辺のと

ころを思いました。あとは教えてもらいます。 

○委員長 よろしいですね。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、多文化共生推進プランの改定に向けた意識調査の実施についてのご質問あり

ましたら、どうぞ。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 これは本当に大事な区政課題だなというふうに思っています。もはやこの地

域は外国の人たちと共生していかなければ成り立たない地域にはっきりなっていますし、それ

と本当にそのことが国際的な感覚を持つ子供たちが育つ、あるいは人権感覚が豊かになる、そ

ういう地域になっていくという点でも非常に大事だという点では、本当に意識調査というのは

その基になるものですから、地域の従来からいる区民と新しく入ってきた外国の人たちとの意

識のギャップというのが本当に違うというのが前回のは本当に如実に分かった調査で、こうい

うふうに思っていたんですかというのを逆に目、何か見開かれるような感じで勉強に、本当に

あのときはショックだったのを覚えていますので、そういう点では本当に大事な意識調査にな

るなというふうに思っています。 

 ただ、今皆さんもお感じになられていると思うんですが、非常に移民や難民に対する国際的

には排外主義的な動きがね、アメリカの大統領があの方になったということとか、あとヨーロ

ッパの各党で極右政党が台頭しているとかそういう、あるいは日本では入管法が逆に改悪され

る、そういう非常に何というんですかね、大きな多文化で共生していく社会とは逆の逆流がね、

今、国際的にも国内の中にもあると。そういう点では、区として今後、この地域から多文化共

生を育んでいることについての現在での意義、これについて理事者としてぜひ認識をお伺いし

たいなと。ちょっとでかいテーマなんですが、よろしくお願いしたいと。 

○委員長 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 多文化共生の推進を阻むものとしてよく言われているの

が３つの壁、言葉の壁、制度の壁、心の壁です。この３つの壁があるために様々な誤解が生じ、

国の内外で排他的な動きがあることは承知しているところです。 

 まず現状をお伝えしますと、台東区でも多国籍化が進んでいて、令和７年１月１日現在、

105の国・地域の方が在住しています。近年ベトナムの方が増えて、中国、韓国に続き第３位
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となっています。また、ネパール、インド、ミャンマーの方の割合が増えているところです。

今後もさらに多国籍化が進むと同時に、家族の帯同が増えて、企業や学校に所属しない外国人

住民も増加するものと思われます。自治体としては、そのような人々のコミュニケーション支

援として、日本語教育を通じ、日本語学習の機会を充実させていくことが言葉の壁を低くして、

また日本語教育を通じて地域社会との接点をつくっていくことで心の壁も取り除くことにつな

がり、日本人も外国人も共に安心して暮らせる台東区につながっていくと考えています。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 ありがとうございます。 

 今の課長のお話って本当に大事だし、格調高くて評価したいというふうに思います。ただ、

現場は本当に大変な問題が飛び込んでくるんですね。年明けでも、率直に言うと外国人の技能

実習生の方が妊娠をしてしまって、しかし中絶をするすべがないというのが飛び込んできたり、

あるいはいわゆる入管から１回出されたわけだけれども、しかし地域の中でもうオーバーステ

イ状態ですから、そういう点では全く本当に苦しい痛い思いをしているんだけれども、なかな

か医療機関が使えないとか、そういう問題というのが日常的に私たちなどもあるんですよね。

だから、そういう点ではね、なかなかその問題というのは、制度の壁、３つの壁のうちの制度

というのが、少なくとも現段階の国の制度では救えない人たちがたくさんいる。だから、そこ

のところについて地域だからできる、地方自治体だからできるというものというのはないのか

というのをいつも葛藤するんですね。その辺のところというのをぜひ、ちょっと予算でやると

言うとやらなくちゃいけなくなってしまうからあれなんだけれど、何か本当に実感として思っ

ているんで、そういう点では多文化共生プランね、これ本当に調査ね、入念にやっていただき

たいというふうに思っております。以上です。 

○委員長 よろしいですね。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、女性支援法の対応について、ご質問ありましたら、どうぞ。よろしいですか。 

 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 ここにある、本当にこれ大事な取組で、国を挙げてということもあるんです

けれど、現在の台東区でいわゆる成人女性の親、親族等からの暴力、あるいは若年女性の性暴

力被害、これがどのくらいの相談を受けていて、どういう部署がどれだけの対応をしているの

かって、今の断面図というか、その辺のところをちょっとお聞かせいただきたいと。 

○委員長 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 配偶者暴力相談支援センターにおける数字でお答えしま

す。令和５年度の実績では、若年者の性暴力被害については３件、成人女性の親や親族等から

の暴力については13件の相談を受けています。若年者の性暴力被害の案件については、住所の

閲覧制限の支援措置のため、戸籍住民サービス課、それから女性弁護士による法律相談、それ
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から精神面のケアのために保健サービス課や保健予防課などと連携して対応いたしました。成

人女性の親や親族等からの暴力の案件については、警察署ですとか女性弁護士による法律相談、

それから地域包括支援センターやカウンセラーによる相談を案内したりと、そういう形で連携

して対応しています。いずれも相談者の意思を尊重し、了解を得た上で連携先と情報共有を行

い、相談者のニーズに添うように支援しています。引き続き他機関と連携しながら支援を進め

てまいりたいと考えてございます。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 今の中に福祉事務所も保護課の数字というのは入っていないんじゃないです

か。 

○委員長 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 保護課の女性相談に聞いても、同じぐらいの件数でした。

いわゆる若年女性の性暴力は３件ぐらいで、成人女性の親、親族とかの暴力についても10件程

度というふうに聞いています。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 それが別々の事案なのか、それとも共通して両方に相談に行ってつながって

いるのかという点ではどうなんですか。 

○委員長 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 つながっているケースもあるし、ばらばらのケースもあ

るんで、今後より連携を密にして、そういうちょっと対応してまいりたいと考えています。 

○委員長 秋間委員。 

◆秋間洋 委員 まさに今回のやることということは、そこをやるということですよね。連携

してやるということですから、どちらかというと私もいつも矛盾感じるのはね、何で２階と保

健所と生涯学習センターというのはばらばらなんだという、いつも口惜しく思ってきた事例も

ありました。だから、そういう点では今回それを連携してやる、そういう意識づけも含めて、

専門家も配置するということなので、そういう点では期待をしておりますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

○委員長 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、台東区男女平等推進行動計画について、人権・多様性推進課長、報告願いま

す。 

 人権・多様性推進課長。 

◎河野友和 人権・多様性推進課長 それでは、台東区男女平等推進行動計画について、ご説

明いたします。 

 事前資料１をご覧ください。項番１、パブリックコメント実施結果です。別添１をご覧くだ

さい。意見受付期間、意見受付場所は記載のとおりです。意見受付件数は、４人の方から14件
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のご意見をいただきました。選択的夫婦別姓制度に関するご意見をはじめ、女性の健康全般に

関する地域医療の役割や緊急避妊薬の設置の推奨、プレコンセッションケア教育の充実など

様々なご意見をいただき、計画にも一部反映させていただきました。 

 資料にお戻りいただいて、次に項番２、中間のまとめからの主な変更点でございます。恐れ

入りますが、別添２、計画案の33ページをご覧ください。基本目標１、施策３、男女平等参画

の視点に立った防災・復興体制の確立の文末の３行に「緊密に連携していくことが求められ

る」とありましたが、パブリックコメントで連携だけではなく当然必要になる物資の提供や情

報の提供などを具体的に掲載したほうがいいといったご意見がございましたので、下から３行

目になりますが、「男女平等参画の視点で」の後に「物資（生理用品や授乳関係他）の提供や

情報の適切な周知など」という文言を追記いたしました。 

 ２点目ですが、41ページをご覧ください。基本目標２、施策５、ワークライフバランスの実

現の現状と課題の最後の段落になります。修正前は「職場における出産・育児・介護・病気の

治療に対する理解の促進」と表現されていましたが、出産は産休を含む出産そのもののイメー

ジが強いというご意見があり、また生理休暇や妊娠期への理解の促進についても明記するべき

というご意見がございましたので、今回この文末に「生理・妊娠」という文言も追加しており

ます。 

 資料の３点目から６点目は、全てヤングケアラー支援に関する内容となっています。基本目

標２の施策６、⑤の介護者への支援のところにヤングケアラー支援が事業としてひもづいてい

ましたが、前回の企画総務委員会で基本目標２は職業生活における女性の活躍推進という文言

であり、ヤングケアラーは特に女性に限ったことではないため、違和感があるというご意見を

いただきました。このご意見に関して対応、修正をするものです。計画案の12ページ、計画の

施策体系図をご覧ください。基本目標３の施策11の施策名自体を「誰もが自分らしく生きられ

る社会の実現」と修正して、そちらへヤングケアラー支援を移動し、先ほどの施策６には再掲

事業として掲載することといたしました。以上６か所が中間のまとめからの変更点となります。 

 恐れ入りますが、最初の資料にお戻りください。項番３、男女平等推進行動計画（案）は別

添２のとおりですので、後ほどご確認ください。 

 最後に、項番４、今後の予定につきましては、３月下旬に計画を発行、区公式ホームページ

への掲載や各施設への配付をし、計画の周知を図ってまいります。 

 ご報告は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問がありましたら、どうぞ。よろしいですね。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、令和７年度国勢調査の実施について、総務部副参事、報告願います。 

 総務部副参事。 

◎段塚克志 総務部副参事 それでは、令和７年国勢調査の実施につきまして、ご報告を申し
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上げます。 

 資料17をご覧ください。初めに、項番１、調査概要でございます。国勢調査は、各種行政施

策やその他の基礎資料を得ることを目的に、日本国内に居住する全ての人を対象とし、５年ご

とに行われる国の最も基本的かつ大規模な調査でございます。 

 次に、項番２、調査期日は令和７年10月１日でございます。 

 次に、項番３、調査期間は９月20日から10月27日でございます。 

 次に、項番４、調査対象は、調査期日であります10月１日午前零時に区内に常住する方とな

ります。 

 次に、項番５、調査事項につきましては、世帯員に関する事項13項目と世帯に関する事項４

項目の計17項目を調査いたします。 

 次に、項番６、調査員につきましては、町会推薦から公募へと移行しまして、区登録調査員

及び職員など含めまして約500人を選任する予定でございます。これまで推薦をいただいてい

ました町会の皆様におかれましては、ご多忙の中ご協力をいただき、大変ありがとうございま

した。公募へ移行することにつきましては、３月６日に開催の区町会連合会定例会でもご説明

を申し上げます。町会の皆様の中には、引き続き調査員をやりたいといったお声もいただいて

おります。募集の方法は公募となりますが、調査員の先行に当たっては、これまでの調査従事

歴等をきちんと考慮させていただきまして選考させていただきたいというふうに考えておりま

す。これまでご従事いただいた方も含めまして、ぜひお申込みをいただければと存じます。公

募につきましては、４月上旬から中旬にかけまして、町会回覧及び区のホームページで周知を

してまいります。 

 次に、項番７、指導員は区職員約100人を選任予定でございます。 

 次に、項番８、今後の予定については記載のとおりでございます。 

 10月１日の実施に向け、調査員、区民の皆様のご協力を得ながら、区としても全庁的な体制

で取り組んでまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 報告は以上でございます。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問がありましたら、どうぞ。 

 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 報告ありがとうございます。 

 今後の日程の（４）督促状チラシの配布ってあるんですけれども、調査に回答していない人

を割り出して、その人宛てに督促状を送るということでしょうか。どんな内容の督促状になり

ますでしょうか。 

○委員長 総務部副参事。 

◎段塚克志 総務部副参事 こちらは、今予定しているのが、資料では督促状という形になっ

ているんですが、国勢調査へのご回答についてということで、国勢調査への回答の御礼と併せ

て回答が済んでいない方に至急回答をお願いしますといったご案内を併せてするということで、
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全世帯に配る予定でございます。 

○委員長 中嶋委員。 

◆中嶋恵 委員 分かりました。ウェブとかで回答した人とかいうのも、何かフィルターがか

かるということですよね。承知しました。 

 国の取組なので区に要望も難しいところだとは思うんですけれども、例えば調査協力に回答

してくれた人には何らかのポイントの付与とかなどあったら皆さん回答の意識が高まると思い

ますので、その辺りもこちらは要望でお伝えだけしておきます。了承です。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 全数調査ということで、日本の統計の一番大事なところだと思うんですけれ

ど、それで公募されるということなんですが、公募を他自治体も多分やっているから台東区で

もやるのかなと思うんですが、公募の条件とかはどのようなものをお考えですか。 

○委員長 総務部副参事。 

◎段塚克志 総務部副参事 調査員の募集要件みたいなものは特にございませんで、一般の方

であれば特に。ただ、特別職の公務員という形での国家公務員という形になりますので、そう

いったところの条件はあろうかと思います。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 個人情報を扱うと思うんですけれども、それでオンライン回答は特に問題な

いと思うんですが、書類は日本中では、台東区ではなくて、日本中で国勢調査のときに書類の

紛失というのはいろいろなところで起きている中で、公募の条件がない中でどうやってじゃあ

紛失をしないように担保するのかというのは、指導員さんが頑張るという理解でいいですか。 

○委員長 総務部副参事。 

◎段塚克志 総務部副参事 先ほど申し上げたように、非常勤の国家公務員となりますので、

原則として民間人の中から次の要件を考慮して選考しますということで、責任持って調査事務

を遂行できる者として、原則として二十歳以上の者であること、秘密の保護に関し信頼の置け

る者であること、警察に直接関係ない者であること、選挙に直接関係ない者であること、暴力

団員、その他反社会的勢力の該当しない者であるといったことは定められております。 

○委員長 拝野委員。 

◆拝野健 委員 分かりました。ありがとうございます。以上です。 

○委員長 いいですね。 

 それでは、ただいまの報告については、ご了承願います。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 次に、行政監査結果報告について、監査事務局長、報告願います。 

 監査事務局長。 

◎山本光洋 監査事務局長 それでは、行政監査の結果報告について、ご報告させていただき

ます。 
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 事前資料２をご覧ください。項番１、監査の目的でございます。東京都が首都直下地震等に

おける東京の被害想定を10年ぶりに見直したこと、また台東区が台東区地域防災計画等修正を

行ったことに伴いまして、災害時に区民の命を守るために必要な備蓄品について、計画に基づ

き、適切な保管場所に適切な保管環境で整備されているかを調査検証することにより、今後の

防災対策のさらなる強化に資することを目的として実施いたしました。 

 項番２、監査対象でございますが、危機・災害対策課が所管する地域防災計画に基づき備蓄

整備している防災備蓄倉庫及び備蓄品等でございます。 

 項番３、実施期間は記載のとおりでございます。 

 項番４、監査の主な着眼点でございますけれども、以下の５つの点について主な着眼点とい

たしました。１番が必要な備蓄目標の設定及び備蓄品等の選択は適切であるか、２、備蓄品等

の数量は確保できているか、３、女性、乳幼児、高齢者、障害者などに配慮されているか、４、

管理状況は適切であるか、５、円滑に供給できる体制が構築されているかでございます。 

 項番５、実施方法でございますけれども、危機・災害対策課に対しましてアンケートの実施

や関係書類の調査を行い、監査委員による説明聴取及び現地調査を実施いたしました。 

 項番６、監査結果でございます。１、着眼点の１について、必要な備蓄目標の設定及び備蓄

品の選択が適切であるかについては、避難所ごとに想定される避難者数に対して備蓄品等の種

類に応じておおむね２日分の数量を備蓄し、管理されておりました。２番、備蓄品等の数量が

確保できているかにつきましては、各避難所で急性期に必要とする初日分の食料、飲料水は十

分に備蓄されておりました。 

 ２ページをご覧ください。３、女性、乳幼児、高齢者、障害者の方々に配慮されているかに

関しましては、避難所には生理用品や紙おむつ、授乳の際に利用するパーティションやアレル

ギー対応を含む調製粉乳などが備蓄されておりました。４、管理状況は適切であるかにつきま

しては、倉庫が屋内の場合はほこりや湿気対策等が行われておりませんでした。５、円滑に供

給できる体制が構築されているかにつきましては、あらかじめ決められた手順により、拠点備

蓄倉庫から区避難所に供給する体制が構築されておりました。 

 項番７、主な監査委員の意見・要望でございます。（１）備蓄倉庫の設置場所について、避

難所の開設に当たり、ほとんどの施設で備蓄倉庫の場所が明示されておらず、懐中電灯等が見

当たらなかった。また、屋外に設置している備蓄倉庫の鍵の不良や施錠できない場所に備蓄品

が置いてある状況は早急に対処を講じるべきという意見がございました。 

 （２）備蓄品等の保管状況につきまして、倉庫に備蓄品が積み上がって倉庫に入れない状態

や上部の段ボール箱が倒壊するおそれがあるような状態で保管されているところも見受けられ

ましたので、定期的な見直しが必要と考えるとの意見がございました。 

 簡単でございますが、報告は以上でございます。 

○委員長 ただいまの報告について、ご質問がありましたら、どうぞ。 

          （「なし」と呼ぶ者あり） 
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○委員長 いいですね。いいですか。監査委員、いいですね。よろしいですね。 

 ただいまの報告については、ご了承願います。 

 理事者からの報告は、以上であります。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 以上で、本日予定されたものは全て終了いたしました。その他、ご発言がありまし

たら、どうぞ。 

          （「なし」と呼ぶ者あり） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○委員長 これをもちまして、企画総務委員会を閉会いたします。 

          午後 ２時４９分閉会 
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